
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅳ章 加入者に関わる月次事務 



 

 

 



第Ⅳ章 １．月間スケジュール 

Ⅳ－１－１ 

 

 

毎月の基本的な定例業務について説明します。 

 

（１）毎月１０日（休日の場合、前営業日）締切りの手続きについて 

確定拠出年金では、当月分に相当する掛金を翌月に拠出します。 

（例えば、７月分の掛金は、翌月８月に拠出します。） 

毎月の掛金を「事業主が計算する方式」を選択した場合、毎月月末に存在した加入者の掛金額を翌月

１０日までに通知することが必要です。１０日に送付されたデータは、弊社、及びＮＲＫでチェックのうえ

登録作業を行い、エラーがある場合にはこれを解消して、掛金拠出日に向けて事前の準備をします。 

毎月の掛金を「ＮＲＫが計算する方式」を選択した場合、毎月月末に存在した加入者の掛金額を、ＮＲ

Ｋで管理している加入者登録情報に基づいて、翌月１０日（１０日が銀行休業日の場合は前営業日）に

ＮＲＫが計算します。この計算結果は「掛金のお知らせ」にて通知がされますので、内容を確認します。

内容相違がある場合には、これを解消し、掛金拠出日に向けて事前の準備をします。 

掛金登録の詳細については、「第Ⅴ章  掛金」を参照してください。 

 

拠出データの通知媒体としては、以下の登録方法があります。 

① ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面より掛金データを送信 

② 帳票 「掛金通知書（ID 30003）」もしくは「掛金通知書（加入者掛金導入企業用） （ＩＤ 30008）」

を提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第Ⅳ章  １．月間スケジュール 

 

・ 掛金の通知媒体は、予めどちらで手続きするかの登録を行っています。そのため、毎月の掛金登録

をデータで行うことが決定している（又は、毎月データで手続きしている）場合は、データでのみ手続

き可能です。逆に、帳票で行うことが決定している（又は、毎月帳票で手続きしている）場合は、帳票

でのみ、手続き可能です。前月はデータを使用し、その次の月は帳票を使用するといった混在した手

続きは出来ません。ただし、エラーが発生した場合に関しては、データで登録している場合も帳票で

の修正が可能です。 

 

・ 毎月の掛金通知をデータで行う場合で、ＮＲＫにて掛金処理を行った後にエラーが発生した場合、内

容によっては帳票での掛金の修正手続きを依頼する場合がありますので、ご了承ください。 

 

注意 



第Ⅳ章 １．月間スケジュール 

 

Ⅳ－１－２ 

（２）毎月２０日（休日の場合、前営業日）締切りの手続きについて 

当月分の異動処理については、２０日までに届出が必要です。２０日以降の入社や退職が発生する場

合についても、事前に状況が把握できている場合は、２０日までに手続きを行ってください。 

主な異動処理については、下記表と月間スケジュール表を確認してください。 

 

事由 手続き処理 締め切り 

加入（※１） 帳票「加入通知書兼運用指図書（ID 20018）」 

（「第Ⅳ章 ２－１．加入」を参照してください。） 

当月２０日（加入者資格

取得月の２０日） 

資格喪失 ① 三井住友信託ＤＣサポーター（ＮＲＫＷＥＢ事務システム） 

「加入者業務」画面の「加入者資格喪失通知」を入力 

② 三井住友信託ＤＣサポーター （ＮＲＫ ＷＥＢ事務システ

ム）「データファイル送信」画面より「加入者資格喪失デー

タ」を送信 

③ 帳票「加入者資格喪失通知書（ID 20021）」を提出 

（「第Ⅳ章 ２－９．資格喪失」を参照してください。） 

当月２０日（加入者資格

喪失月の２０日） 

拠出中断 

拠出再開 

（ 規 約 で 拠 出

中断を定めて

いる事業主の

み 表 示 さ れ ま

す。） 

① 三井住友信託ＤＣサポーター（ＮＲＫＷＥＢ事務システム） 

「加入者業務」画面の「加入者拠出中断・再開通知」を入力 

② 三井住友信託ＤＣサポーター（ＮＲＫＷＥＢ事務システム） 

「データファイル送信」画面より「加入者拠出中断再開デー

タ」を送信 

③ 帳票「加入者拠出中断・再開通知書（ID 20044）」を提出 

（「第Ⅳ章 ２－７．拠出中断・再開」を参照してください。） 

当月２０日（拠出中断・

又は拠出再開の適用

年月の２０日） 

給与ポイント 

更改 （※２） 

 

① 三井住友信託ＤＣサポーター（ＮＲＫＷＥＢ事務システム） 

「加入者情報」画面の「加入者給与ポイント更改通知」を入

力 

② 三井住友信託ＤＣサポーター（ＮＲＫＷＥＢ事務システム） 

「データファイル送信」画面より「給与ポイントデータ」を送信 

③ 帳票「給与・ポイント変更通知書（ID 20031）」を提出 

（「第Ⅳ章 ２－５．給与ポイント更改」を参照してください。） 

当月２０日（給与ポイン

ト更改の適用年月の２０

日） 

加入者掛金 

基礎情報更改 

（※３） 

① 三井住友信託ＤＣサポーター（ＮＲＫＷＥＢ事務システム） 

「加入者業務」画面の「加入者掛金基礎情報更改通知」を

入力 

② 三井住友信託ＤＣサポーター（ＮＲＫＷＥＢ事務システム） 

「データファイル送信」画面より「加入者掛金基礎情報デー

タ」を送信 

③ 帳票「加入者掛金基礎情報通知書（ID 20033）」を提出 

（「第Ⅳ章 ２－６．加入者掛金基礎情報更改」を参照してくださ

い。） 

当月２０日（加入者掛金

基礎情報更改の適用

年月の２０日） 



第Ⅳ章 １．月間スケジュール 

Ⅳ－１－３ 

 

事由 手続き処理 締め切り 

所属企業変更 ① 三井住友信託ＤＣサポーター （ＮＲＫＷＥＢ事務システ

ム）「データファイル送信」画面より「加入者所属企業変更

データ」を送信 

② 帳票「加入者所属企業変更通知書（ID 20061）」を提出 

（「第Ⅳ章 ２－８．所属企業変更」を参照してください。） 

当月２０日（企業間異動

月の２０日） 

※１ Ｗｅｂ加入申込を行う場合は、手続き処理方法や締め切りが異なります。 

※２ 給与ポイント更改処理については、「ＮＲＫが毎月の掛金を計算する方式」を選択した場合のみ行う

ことができます。 

※３ 加入者掛金基礎情報更改処理については、「ＮＲＫが毎月の掛金を計算する方式」を選択し、マッ

チング拠出を導入している場合のみ行うことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）随時行う手続きについて 

①弊社に２０日（休日の場合、前営業日）到着を目安に締切るもの 

加入者等に関する住所・氏名変更の届出は随時行っていただきますが、翌月に加入者等向けの発送物

がある場合で、それに最新の宛先・宛名等を反映させる場合には、必ず発送日の前月２０日までに手続き

してください。 

（例えば、「確定拠出年金・残高のお知らせ」を３月末基準で作成する場合、氏名変更や住所変更は３月

２０日までに手続きしてください。） 

 

②随時受付する手続きについて 

給付を受けるための「裁定請求」や、ユーザーID、暗証番号を失念した場合などの「ＮＲＫユーザーID 再

発行」等は、随時手続きしてください。 

 

 

やむを得ず２０日以降に異動処理を行う場合は、弊社まで連絡してください。 

処理期限を過ぎてから異動処理を行うと、掛金に影響が出る場合があります。その場合は、掛金の修正

対応が必要になる場合がありますので、注意してください。各異動処理の処理期限については、「第Ⅳ

章 加入者に関わる月次事務」「第Ⅵ章 加入者に関わるその他事務」にて確認してください。 

注意 



第Ⅳ章 １．月間スケジュール 

 

Ⅳ－１－４ 

 

＜確定拠出年金月間スケジュール＞ 

拠出日が２５日の場合 

 

月 日 曜日 拠出手続き 加入者管理手続き

8 1 土

8 2 日

8 3 月

8 4 火

8 5 水

8 6 木

8 7 金 ７月度掛金データ送信締切日　（「掛金通知書」弊社到着期限）

8 8 土

8 9 日

8 10 月

8 11 火 掛金データファイルチェック及び登録完了予定日（ＮＲＫ）

8 12 水

8 13 木

8 14 金

8 15 土

8 16 日

8 17 月

8 18 火

8 19 水

8 20 木 ８月度異動・属性変更処理　締切日

8 21 金

8 22 土

8 23 日

8 24 月 掛金入金締切日

8 25 火 拠出日

8 26 水

8 27 木

8 28 金

8 29 土

8 30 日

8 31 月

9 1 火

9 2 水

9 3 木

9 4 金

9 5 土

9 6 日

9 7 月

9 8 火

9 9 水

9 10 木 8月度掛金データ送信締切日（「掛金通知書」弊社到着期限）

9 11 金

エラー

解消期間

チェック及び

登録作業期間

エラー

解消期間

前月分（このｹｰｽの場合７月）の掛金データになります。

三井住友信託DCサポーターより手続きを行う場合、１０日が休業日の時は前

営業日までに送信してください。

帳票の場合は前営業日までに弊社に届くよう送付してください。

当月（このｹｰｽの場合８月）分の異動処理の手続きです。

三井住友信託ＤＣサポーターより手続きする場合で

２０日が休業日の時は、前営業日までに送信してください。

帳票の場合で２０日が休業日の時は、

前営業日までに弊社に届くよう送付してください。

拠出日の前営業日までに、

掛金引き落とし口座へ入金してください。

 

 

 

 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１ 

 

 

制度発足時以降に入社し、加入資格を得た場合の手続きについて説明します。 

 

（１）加入者への投資教育について 

新たに加入者が発生した場合、事業主は加入者に対し、必要かつ適切な投資教育を行わなければな

らないことが、法令で義務づけられています。 

そのため、投資教育を行うための資料（スターターキット）を弊社にて用意しておりますので、加入者へ

配布し、確定拠出年金の仕組みやラインナップ商品への知識を十分に深めたうえで、加入手続きをし

てください。 

スターターキットが手元にない場合は、ＷＥＢオーダーシステム（https://dc-order.smtb.jp/）からご注文

ください。 

 

（２）加入手続きについて 

新たに加入者が発生した場合の加入手続きについては、以下の方法があります。 

①帳票「加入通知書兼運用指図書（ID 20018）」の提出による手続き 

②Ｗｅｂによる加入申込手続き（Ｗｅｂ加入申込） 

②を行いたい場合は、必ず事前に弊社まで相談してください。 

 

（３）加入通知書兼運用指図書（ID 20018）の提出による手続きについて 

①「加入通知書兼運用指図書（ID 20018）」の提出による手続きの流れ 

 

（１）が終了したら加入者自身で下記帳票を記入・押印します。 

 

 

 

 

本人記入後、企業欄の必要事項を事業主担当者にて記入しま

す。記入後、事業主は「企業型送付状（ＩＤ 40028）」を起票し、

弊社宛に送付します。（帳票の送付方法については、「第Ⅰ章 

４．帳票送付～「企業型送付状」～」を参照してください。） 

 

弊社にて所定の確認のうえ、ＮＲＫへ送付します。 

 

 

帳    票 

「加入通知書兼運用指図書(ID 20018)」 

 第Ⅳ章 ２－１．加入 

＜１．加入者＞ 

加入手続き 

＜２．事業主＞ 

企業欄の必要事項を 

記入し送付 

＜３．弊社＞ 

確認及び送付 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－２ 

 

ＮＲＫにて加入登録が完了したら、下記帳票を加入者宛に発行

します。 

 

  

 

「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」は、「三井住友信託確

定拠出年金ネットサービス※１」や、「ＮＲＫ Ｗｅｂ※２」にログイン

するためのユーザーＩＤや暗証番号が記載されている大切なも

のです。 

「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」の送付先を事業主に設

定している場合は、必ず加入者に配付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②提出期限について 

毎月２０日（加入者資格取得月の２０日、休日の場合、前営業日）までに「加入通知書兼運用指図書

（ID 20018）」を提出してください。 

（例えば、７月１日が加入者資格取得日の場合は、７月２０日までに弊社に届くよう提出してください。） 

また、２０日までに手続きが間に合わなかった場合は、弊社まで連絡してください。 

  

 

還  元  帳  票 

「加入登録のお知らせ」(ID LPBB0003) 

＜４．ＮＲＫ＞ 

手続き 

＜５．加入者＞ 

「お知らせ」受領 

 

※1 三井住友信託確定拠出年金ネットサービス 

加入者が資産状況の確認や運用シミュレーション等を行うことができます。 

（三井住友信託ライフガイドから三井住友信託確定拠出年金ネットサービスにログインすることができ

ます。） 

URL：https：//www01.smtb.jp/Lifeguide/top/  

 

※２ ＮＲＫ Ｗｅｂ 

加入者が運用割合の変更や運用商品の預替を行うことができます。 

（三井住友信託確定拠出年金ネットサービスでは、運用シミュレーション等を行うことはできますが、実

際に運用割合を変更したり、商品の預替を行うことはできません。実際に手続きを行う場合には、ＮＲＫ

の Ｗｅｂへログインすることになります。三井住友信託確定拠出年金ネットサービスから、ＮＲＫ Ｗｅｂ

へログインすることができます。） 

以下のＵＲＬより、直接ＮＲＫ Ｗｅｂにログインすることができます。 

URL：https://www.nrkn.co.jp/rk/login.html  

☛参考 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－３ 

 

・死亡一時金受取人の指定について 

加入者が死亡した場合、遺族に対し死亡一時金が支払われますが、その際の受取人を予め指定しておく

ことが出来ます。加入の際に、設定の要否を本人へ確認し、設定する場合は「加入者諸変更通知書（ID 

20041）」を提出してください。 

指定できる遺族の範囲は、配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹に限ります。 

 

注意 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－４ 

帳票見本 加入通知書兼運用指図書（ID 20018） 

加入者番号　（注１）

下記の通り、加入者資格取得者を通知します。本紙に記載した事項は事実であり、また本人申出に相違ありません。

所属部門コード　（注２） プラン番号 プラン名

従業員番号　（注３）　※ 企業コード 企業名

加入者資格取得日（西暦）　（注４）※
私は加入通知書別紙に掲げる事項を確認し、これに同意のうえ、以下のとおり運用の指図を行います。

[掛金の運用割合について]　 ○ 「掛金の運用割合」欄の記入がない場合は、掛金等が入金された際に未指図資産（現金）のまま管理することになります。

なお、規約等に定めがあれば、一定期間経過後に所定の商品（指定運用商品）が自動購入されます。

○ 加入者掛金導入企業の場合、事業主掛金と加入者掛金の合計の運用割合です。別々には指定できません。

[死亡一時金受取人の指定]　 ○ 死亡一時金受取人の法定順位は別紙をご確認ください。第1順位以外の方や、同順位者のうちの１人を指定する場合に「加入者諸変更通知書」を提出ください。

基礎年金番号　※ 入社年月日（西暦）　※ 試用期間 入社前勤続期間 休職期間 職務区分

年 ヶ月 年 ヶ月 年 ヶ月

加入者拠出限度種別 ※ 給与金額１　※ 円 ポイント１　※

ＮＲＫネットワーク特記欄 運営管理機関加入者管理キー(20桁・左詰) 企業特記欄

B0501 加入者→企業→運営管理機関→ＮＲＫネットワーク 保存期間 10年

年 XX 月 XX 日

日本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社　御中

加 入 通 知 書 兼 運 用 指 図 書20018 確定拠出年金

運 営 管 理

機 関 名
三井住友信託銀行株式会社 御中

通 知 年 月 日

（ 西 暦 ）
20 XX

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
XXXXXX XXXX確定拠出年金プランＸ Ｘ Ｘ

XXXXXXXX XXXX株式会社Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

20 XX 年 XX 月 XX 日
異 動 事 由 ： １ ０ （ 加 入 ） / ７ Ｂ （ 制 度 移 換 ）

氏名カナ
※

ネンキン ハナコ 性別※ 1：男 V 2：女

住所漢字
※

〒 1 2 3 ー

氏名漢字
※

年⾦ 花⼦ 生年月日
（西暦）※

4 5 6 7

東京都千代⽥区丸の内X-X-X

月 X 日20XX 年 X

6789
▽0402 商　品　名

制度移換がある場合は、制度移換金の運用割合を指定してください。各欄の運用割合は合計が100%となるようにご記入ください。→
商　品　コ　ー　ド

掛 金 の

運 用 割 合 ※

制度 移換 金の

運 用 割 合 ※

電話番号 （ 012 ） 345 －

＊＊＊○○定期預金 0 1 2 3 4
2 0 ＊＊＊△△年金保険 1 2 3 4 5

＊＊＊□□投資信託 2 3 4 5 6
＊＊＊☆☆投資信託 3 4 5 6 7

5 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
8 0

＊
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

10 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊
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15 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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＊
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

20 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

企業欄

0 1 2 3 4

＊
合計 1 0 0 1 0 0
＊＊＊＊＊＊25 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

月 XX 日企 業 欄 の 項 目

は 、 従 業 員 登

録 な ど に よ り

既 に 登 録 済 の

場 合 、 記 入 不

要 で す 。 。 。 。 。

5 6 7 8 9 20XX ＊＊

V 4
確定給付企業年金等
加入なし 5

確定給付企業年金等
加入あり

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊年 XX

0 0

本 帳 票 に は 通 知

者 欄 が ご ざ い ま

せ ん の で 、 そ の 代

替 と し て 「 記 入 ・

押 印 省 略 通 知 書 」

を 必 ず 添 付 し て

く だ さ い 。 。 。 。 。

ＮＲＫネットワーク使用欄 運営管理機関使用欄 企業使用欄

20018①19.01

●

部
分
は
、
記
入
必
須
項
目
で
す
。

●
訂
正
が
あ
る
時
は
朱
書
き
に
て
二
重
線
で
抹
消
し
、
正
し
い
内
容
を

ご
記
入
く
だ
さ
い
。
そ
の
際
、
※
印
の
項
目
は
訂
正
印
を
押
し
て
く
だ
さ
い
。

●
ご
本
人
様
控
と
し
て
、
本
紙
コ
ピ
ー
を
お
取
り
く
だ
さ
い
。

●
太
枠
内
は
加
入
者
が
、
細
枠
内
は
企
業
の
担
当
者
が
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

記 入 上 の
ご 注 意

企業記入項目
(細枠内)について

（
注
1

）
加
入
者
番
号
は
、
未
採
番
の
場
合
、
お
よ
び
企
業
情
報
の
登
録
時
に「
加
入
者
番
号
省
略
可
」
を
指
定
し
た
場
合
は
、
記
入
不
要
で
す
。

（
注
2

）
所
属
部
門
コ
ー
ド
は「
還
元
帳
票
を
所
属
部
門
コ
ー
ド
毎
に
改
ペ
ー
ジ
」
す
る
た
め
の
任
意
項
目
で
す
。

（
注
3

）
従
業
員
番
号
（
左
詰
め
、
企
業
一
律
の
桁
数
）
は
、
企
業
情
報
の
登
録
時
に「

加
入
者
番
号
省
略
可
」
を
指
定
し
て
い
る
場
合
の
記
入
必
須

項
目
で
す
。
指
定
が
な
い
場
合
は
任
意
項
目
と
な
り
ま
す
が
、
記
入
す
る
こ
と
に
よ
り
還
元
帳
票
を
従
業
員
番
号
順
に
出
力
し
ま
す
。

（
注
4

）
加
入
者
資
格
取
得
日
（
西
暦
）
は
、
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

印

同 ①

・

年
金

記入日を記入してください。

「従業員番号」「加入者資格取得日」は必須項目です。

本人または会社の確定拠出年金担当の方が必ず記入（補

記）してください。

（加入者資格取得日は会社の確定拠出年金担当の方に確

認してください。）

朱肉印で捺印してください。（シャチハタ印は不可）

氏名カナ・氏名漢字・郵便番号・住所漢字（郵便物の届くとこ

ろ）・電話番号・性別・生年月日（西暦）を記入してください。

※海外勤務者の方は、会社の確定拠出年金担当の方

の指示に従ってください。

※外国人氏名など、漢字・かな以外の氏名は、カタカナ

で記入してください。（例：ジョージ・ワシントン）

印字されている商品の中から、毎月の掛金を運用する割合を

決め、

必ず合計で１００％となるように記入してください。

（１００％になっていない場合は本人の修正・抹消が必要にな

ります。）

※従来の退職金制度（厚生年金基金等を含む）から移

される資産（＝制度移換金）がある場合、その資産に

ついてもこちらに記入した割合が適用されます。制度

移換金の運用割合の変更を希望する場合は、加入手

続きの完了後にWebよりお手続きください。

※掛金の運用割合は、加入者掛金導入企業の場合、

事業主掛金と加入者掛金の合計の運用割合です。

別々には指定できません。

「基礎年金番号」は必須項目ですが、入社３カ月未満で基礎

年金番号未取得の場合はブランクでの登録も可能です。本人

または会社の確定拠出年金担当の方が記入（補記）してくだ

さい。

「入社年月日」は必須項目です。

本人または会社の確定拠出年金担当の方が記入（補記）して

ください。

（入社年月日は会社の確定拠出年金担当の方に確認してく

ださい。）

の項目については、会社の確定拠出年金担当の方が記入してください。

「拠出限度種別」は必須項目ですので、どちらかに「V」を記入してください。

・対象の方が確定給付企業年金（DB）等に加入していない場合・・・「4」に記入

・対象の方が確定給付企業年金（DB）等に加入している場合・・・「5」に記入

「給与金額1」「ポイント1」については、企業様ごとの条件つき必須項目です。

一番左上の所属部門コードは任意項目です。

印字してある項目に誤りがある場合や、間違えて記入された場合には、右記のように修正してください。

①修正する箇所を赤の二重線で抹消し、押印欄と同じ印鑑を、【例】のとおり抹消線に重ねて押してください。

②修正内容を赤のボールペンで記入してください。

 

 



第Ⅳ章  ２－１．加入 
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【加入通知書記入項目について】 

項目 記入について 

所属部門コード<任意> 設定を行うと、ＮＲＫが作成する各種郵送物を、所属部門コード順に並べて出力

します。 

従業員番号<必須> 従業員番号の桁数を、全加入者一律で揃えて登録している場合が多いため、

桁数に注意して記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

加入者資格取得年月日（西

暦）<必須> 

加入資格取得年月日は、「加入資格の取得時期」が「規約」に定められています

ので、確認のうえ記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

氏名カナ<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

氏名漢字<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

性別<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

生年月日<必須> 西暦で記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

住所漢字<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

連絡先電話番号<任意> 必須項目ではありませんが、極力記入してください。 

（退職後などの必要な場合に限り、弊社コールセンターより直接連絡する場合が

あります。） 

事業主掛金の運用割合 

<必須> 

記載されている商品ラインナップから商品を選択し、合計で１００％になるように

割合を記入してください。 

訂正を行う場合は本人印での訂正が必要です。（事業主印での訂正はできま

せん） 

基礎年金番号 

<条件つき必須> 

法令上の必須項目です。ただし、入社３ヶ月未満で基礎年金番号が未取得の

場合は、ブランクも可とします。（番号取得後、必ず基礎年金番号を登録する手

続きを行ってください。詳細は「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してくだ

さい。） 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 
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項目 記入について 

入社年月日<必須> 西暦で記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

給与金額１ 

<条件つき必須> 

毎月の掛金をＮＲＫで計算する場合（拠出額を計算する上での基礎通知を金額 

又はポイントで登録している場合）のみ入力ください。 

※加入者全員が一律同じ掛金であり、ＮＲＫにその掛金を登録している場合（定

額にて登録している場合）は、記入不要です。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

拠出限度種別 

<必須> 

確定給付企業年金等の未加入者と加入者では、確定拠出年金での毎月の拠

出限度額が変わりますので、加入者の立場に応じてどちらか記入してください。 

 

・確定給付企業年金等（※）の脱退者、もしくは未加入者 

「４確定給付企業年金等加入なし」に〇を記入 

（２０２０年１月１日現在）<確定拠出年金の拠出限度額：５５，０００円> 

 

・確定給付企業年金等（※）の加入者 

「５確定給付企業年金等加入あり」に〇を記入 

（２０２０年１月１日現在）<確定拠出年金の拠出限度額：２７，５００円> 

 

※確定給付企業年金等 ：確定給付企業年金、厚生年金基金、石炭鉱業年金

基金、私立学校教職員共済を指します。 

 

✍訂正を行う場合は、訂正箇所を二重線で抹消し、訂正印を押印のうえ、正しい内容を記入をします。 
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（４）Ｗｅｂによる加入申込手続き（Ｗｅｂ加入申込）について 

Ｗｅｂ加入申込手続きの流れは以下の①～④の通りです。 

なお、Ｗｅｂ加入申込を行いたい場合は、必ず事前に弊社まで相談してください。 

 

①事業主による「新規従業員登録データ」の作成、送信 

Ｗｅｂ加入申込を行う場合、事前に加入対象者の従業員データをＮＲＫに登録する必要があります。 

a．「新規従業員登録データ」の作成 

所定の新規従業員登録データフォーマット（Ｅｘｃｅｌファイル）を弊社より提供します。データ作成後、ＣＳ

Ｖファイルに変換して保存してください。 

 

ｂ．「新規従業員登録データ」の送信 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面の「従業員登録データ」より送信してください。送

信手続きについては、「第Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

c.「新規従業員登録データ」送信期限 

弊社から案内している期日までに送信してください。（「新規従業員登録データ」を送信すると、「ユーザ

ーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」が発行されます。実際にＷｅｂ加入申込を行う際に、こちらが必ず必

要になりますので、遅くともＷｅｂ加入申込期間開始前に送信してください。） 

 

②従業員による加入申込手続き 

a．「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」受領、確認 

ＮＲＫにて「新規従業員登録データ」の登録が完了すると、従業員宛又は事業主宛（プランによって異

なります。）に、「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」が送付されます。事業主を送付先に設定し

ている場合は、必ず従業員に配付してください。 

※「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」の送付先を通常は従業員宛としている場合であっても、

Ｗｅｂ加入申込期間中は、送付先を事業主宛に変更し、事業主より配布することをお勧めします。ただ

し、その場合は既加入者がユーザーＩＤの再発行手続きをした場合であっても、Ｗｅｂ加入申込期間中

は、「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」は事業主宛に送付されますので、注意が必要です。 

 

また、従業員には以下の事項を伝えてください。 

「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」を受領したら、記載されているユーザーＩＤ、暗証番号を確

認してください。ユーザーＩＤ、暗証番号は、「三井住友信託確定拠出年金ネットサービス」や、「ＮＲＫ 

Ｗｅｂ」にログインする際等に必要になりますので、「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」は大切

に保管してください。 
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ｂ．加入申込 

Ｗｅｂ加入申込期間中に「三井住友信託ライフガイド」の「確定拠出年金」画面より加入申込を行います。

このＷｅｂ加入申込画面へのログオンの際にユーザーＩＤと暗証番号が必要になります。 

なお、Ｗｅｂ加入申込期間中であれば、従業員はいつでも申込内容の変更や取消、確認をすることが

できます。 

 

 

 

 

③事業主によるＷｅｂ加入申込状況の確認 

Ｗｅｂ加入申込期間中に、事業主は従業員の加入申込状況を確認することが出来ます。確認方法につい

ては「第Ⅱ章 ４－４．加入申込状況」を参照してください。 

事業主は随時申込状況を確認のうえ、未手続者に手続きを促し、Ｗｅｂ加入申込期間内に全員の手続きを

完了させてください。Ｗｅｂ加入申込期間中に加入手続きが行われない場合、帳票「加入通知書兼運用指

図書（ＩＤ 20018）による加入手続きとなる場合がありますので、注意してください。 

 

 ④「属性変更データ」の作成・送信 

氏名・住所等の変更、基礎年金番号を登録する場合は、加入登録データ送信の３営業日前までにＮＲＫ 

ＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面の「属性変更データ」より送信してください。送信手続きに

ついては、「第Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

※基礎年金番号は、法令上登録が義務付けられています。ただし、入社３か月未満で基礎年金番号が未取

得の場合は、ブランクも可とします。（番号取得後、必ず基礎年金番号を登録する手続きを行ってください。

詳細は「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してください。） 

 

「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」に記載されている暗証番号は変更可能です。また、５回連続で

暗証番号を誤って入力すると使用不能となりますので、入力する際は十分注意してください。ユーザーＩＤ

や暗証番号を失念した場合や、使用不能となった場合は、ユーザーＩＤと暗証番号を再発行する必要があ

ります。再発行の方法については、「第Ⅳ章 ３－２．加入者等ユーザーＩＤ再発行」を参照してください。 

 

運用商品の選択について 

運用商品ラインナップが２０商品を超える場合で、加入者の選択商品も２０商品を超える場合は、Ｗｅｂ加

入申込手続きを行うことができません。 

その場合は、「加入通知書兼運用指図書(ID 20018)」での手続きとなります。詳細については、確定拠出

年金管理部事務担当者まで照会してください。 

注意 

注意 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－９ 

⑤事業主による「加入者登録データ」の作成、送信 

ａ．「加入者登録データファイル」のダウンロード 

Ｗｅｂ加入申込期間終了日の翌日以降、三井住友信託ＤＣサポーター「加入申込状況」画面より「加入

者登録データ」（ＣＳＶファイル）をダウンロードしてください。 

「加入者登録データ」のダウンロード方法については、「第Ⅱ章 ４－４．加入申込状況」を参照してくだ

さい。 

 

ｂ．「加入者登録データファイル」の送信準備 

ダウンロードした「加入者登録データ」は、従業員がＷｅｂで申込をした内容に基づいて作成されていま

す。Ｗｅｂ加入申込期間終了後に、本人の申出により、加入申込の取消を行う従業員がいる場合は、必

ず該当者のデータを削除してください。 

 

 

 

 

住所・氏名の変更について 

Ｗｅｂ加入申込期間前に登録した従業員の住所・氏名等に変更がある場合は、必ず変更手続きを行って

ください。 

氏名変更がある場合は、変更手続き後、必ず加入者情報画面で変更内容が反映されていることを確認

したうえで、「加入者登録データ」をダウンロードしてください。変更が反映される前に「加入者登録デー

タ」をダウンロードすると、旧氏名で「加入者登録データ」が作成されます。新氏名への変更手続き後、旧

氏名で「加入者登録データ」を送信すると、ＮＲＫでの登録が再度旧氏名に変更されてしまうため、十分

注意が必要です。 

住所変更がある場合は、変更手続きが漏れてしまうと、旧住所に「加入登録のお知らせ」が送付されて

しまいます。そのため、必ず「加入者登録データ」の送信前に変更手続きを行ってください。 

（住所・氏名等の変更手続きの方法は、「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してください。） 

注意 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１０ 

 

ｃ．「加入者登録データファイル」の送信 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面の「加入者登録データ」より送信してください。送

信手続きについては、「第Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

ｄ.「加入者登録データ」送信期限 

事前に弊社から案内している期日までに送信してください。 

 

 

⑥「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」受領 

ＮＲＫにて加入登録が完了すると、ＮＲＫから加入者宛又は事業主宛（プランによって異なります。）に、「加

入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」が送付されます。 

「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」の送付先を事業主に設定している場合は、必ず加入者に配布し

てください。 

 

 

 

 

すでに「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」が発行されている場合、「加入登録のお知らせ（ID 

LPBB0003）」には、ユーザーID、暗証番号は記載されません。 

また、「加入登録のお知らせ（ID LPBB0003）」は再発行ができませんので大切に保管してください。 

注意 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１１ 

（５）確定拠出年金制度からの移換について 

中途入社した方で、入社以前に他の確定拠出年金に資産を持っており、移換を希望する場合は手続

きが必要です。この場合は「加入通知書兼運用指図書(ID 20018)」を送付する際に、あわせて「移換届

出書兼運用指図書（ID 34512）」の提出が必要になります。 

移換届出書兼運用指図書の記入方法については、「第Ⅳ章 ２－２．確定拠出年金制度からの移換」

を参照してください。 

 

（６）他の企業年金制度からの移換について 

中途入社した方で、入社以前に勤めていた企業で厚生年金基金や確定給付企業年金制度に加入し

ていた場合、要件を満たしていれば、それまでの勤続期間等に応じて脱退一時金を受け取ることが出

来ますが、本人が希望する場合は、この脱退一時金相当額を移換することが出来ます。 

移換を希望する場合は、「厚生年金基金・確定給付企業年金 移換申出書（ＩＤ 34023）」を前制度へ

提出します。（企業年金連合会から移換する場合は、「中途脱退者等年金給付等積立金、積立金移換

申出書（本人申出）」を、企業年金連合会へ提出します。） 

記入方法や送付方法については「第Ⅳ章 ２－３．他の企業年金制度からの移換」を参照してくださ

い。 

 

（７）60 歳以上の従業員の加入登録について 

  60 歳以上の従業員が加入する場合、通常の加入と同様に「加入通知書兼運用割合指図書（ID  

20018）」を提出していただくことで、加入手続きが可能ですが、以下の条件を満たすことが必要です。 

① 入社年月日が 60 歳到達時の前日までであること 

② 制度移換登録を行い、60 歳以前の期間が通算されていること 

 

 

 

 

・ 厚生年金基金・確定給付企業年金からの移換の手続きは、入社以前に勤めていた企業の厚生年金

基金や確定給付企業年金の資格喪失日から 1 年以内（企業年金連合会からの移換は、加入から３ヶ

月以内）に申出する必要があります。期限を過ぎますと、移換手続きが出来なくなりますので、注意し

てください。 

注意 

 

・ 60 歳未満の加入履歴がある方が再加入する際は、「加入通知書兼運用割合指図書（ID20018）」に加

入時の加入者番号を記載してください。 

・ 60 歳以上の従業員の「加入通知書兼運用割合指図書（ID20018）」を提出の際は、通常の加入者の

帳票とは別葉とし、「企業型送付状（ＩＤ 40028）」を添付してください。 

注意 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１２ 

（８）60 歳以上で再雇用による加入者資格得喪について 

厚生年金の被保険者資格得喪を行う場合は、確定拠出年金でも加入者資格得喪を届け出る必要がありま

す。 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「加入者業務」画面の入力方法について 

①事務受付業務の中の加入者業務を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①選択 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１３ 

 ②再雇用加入者資格得喪通知を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「再雇用加入者資格得喪通知」

を選択。 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１４ 

③ 検索条件を入力し「表示」ボタンを押下します。 

④ 対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③検索条件を入力し「表示」ボタン

を押下します。 

④対象者を選択。 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１５ 

⑤変更後の内容を入力します。 

＊再雇用に伴う加入者資格得喪については、「同一企業内での再雇用であること」、「資格喪失日と資格取

得日が同月内であること」が必要です。 

 

⑥「はい」を押下します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤変更後の内容を入力します。 

・加入者資格喪失日を入力 

・加入者資格取得日を入力 

・加入者拠出限度種別を入力 

・給与 1(NRK 計算・定率掛金の場合のみ) 

・加入者毎月掛金額(NRK 計算・加入者掛金

ありの場合のみ) 

⑥「はい」を押下。 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－１６ 

帳票「再雇用加入者得喪通知書」の記入方法について 

再雇用に伴う加入者資格得喪については、「同一企業内での再雇用であること」、「資格喪失日と資格取得

日が同月内であること」が必要です。 

 

帳票見本 再雇用加入者資格得喪通知書（ID 20034） 

 

赤枠内について、記載ください。 

＜記入項目＞ 

・プラン番号・プラン名・企業コード・企業名・記入件数 

・通知年月日 ・通知者所在地・通知者名  

・従業員番号 ・基礎年金番号（未登録の場合）・性別・生年月日 

・氏名カナ・氏名漢字 

・資格喪失日・資格取得日 

・給与１（ＮＲＫ計算・定率掛金の場合のみ）・加入者毎月掛金額（ＮＲＫ計算・加入者掛金ありの場合のみ） 

・加入者拠出限度額種別 



第Ⅳ章  ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

Ⅳ－２－２－１ 

 

 

中途入社した方が、入社以前に確定拠出年金制度に資産を持っている場合は、移換の手続きができます

ので、その手続きについて説明します。 

 

（１）中途入社した方の確認について 

中途入社した方の加入の手続きを行う際に、入社以前に加入していた確定拠出年金制度から年金資

産を移換するか確認してください。（加入の手続きについては、「第Ⅳ章 ２－１．加入」を参照してくだ

さい。） 

   

 

 第Ⅳ章 ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

 

・ 加入の手続きを、「加入通知書兼運用指図書（ID 20018）」で行う場合は、移換書類も合わせて提出し

てください。 

・ 加入の手続きをせずに、移換のみを行うことはできません。また、加入手続きが未了の場合は移換手

続きもできません。 

・ 移換の手続きは、加入者資格取得日が到来してから処理が進みます。 

（例えば、加入者資格取得日が７月１日だが、既に６月中に移換書類が当社又はＮＲＫに到着してい

た場合でも、７月１日以降、移換の処理が始まります。） 

・ 移換元プランで死亡一時金の受取人の登録を行っていた場合、移換後もその内容を引き継ぎます。

変更する場合は「加入者諸変更通知書（ID 20041）」を提出してください。 

・ 個人型の確定拠出年金に加入していた場合は、個人型の確定拠出年金の資格喪失手続きが必要に

なります。 

 

注意 



第Ⅳ章  ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

Ⅳ－２－２－２ 

 

（２）移換書類の送付について 

移換すべき資産がある場合には、「移換届出書兼運用指図書（ID 34512）」を提出してください。（「加入

通知書兼運用指図書（ID 20018）」にて加入の手続きを同時に行う場合は、２枚をセットにして提出し

てください。） 

移換書類は、移換元制度によって、記入方法が変わります。 

加入者自身で移換元制度の確認を行い、下表の【制度内容について】と、帳票見本に沿って記入して

ください。 

✍帳票の送付方法につきましては、「第Ⅰ章 ４．帳票送付～「企業型送付状」を参照してください。 

 

【制度内容について】 

移換元制度 内容 記入見本 

企業型 

確定拠出年金 

前に勤めていた企業で、企業型確定拠出年金に加入していた場合 ①を参照 

個人型 

確定拠出年金 

（加入者） 

入社以前、個人型確定拠出年金の加入手続きを行い、掛金を拠出してい

た場合 

②を参照 

個人型 

確定拠出年金 

（運用指図者） 

入社以前、自身で個人型確定拠出年金の運用指図者になる手続きを行

い、掛金の拠出は行わず、資産の運用のみを行っていた場合 

②を参照 

国民年金基金

連合会に 

移換された者 

（自動移換者） 

前に勤めていた企業で企業型確定拠出年金に加入していたが、その企

業で資格喪失した後６ヶ月以内に、自身で移換手続きを行わなかったた

め、国民年金基金連合会に資産が自動的に移換されてしまった場合 

③を参照 

 

 



第Ⅳ章  ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

Ⅳ－２－２－３ 

 

 

 

・ 移換手続きを行うと、移換元制度での「加入者等期間（勤続期間等）」は、確定拠出年金制度における

「通算加入者等期間」に算入されます。 

（例） 

① 前職で企業型確定拠出年金に２００６年４月１日に加入し、２００８年６月に資格喪失 

② ２００８年９月に確定拠出年金へ加入 

③ 現在の確定拠出年金への移換手続きが２００８年１１月に完了 

 

移換
手続き
完了

2008/11

今後の通算加入者等期間は
①の期間と②の加入期間
が合算されて計算されます。

①2年2ヶ月の加入者期間 ②2ヶ月の加入者期間

　
現在の
ＤＣ制度
へ加入
2008/9

前職での
ＤＣ加入期間

　
前職ＤＣ

制度
へ加入
2006/4 2007/4

前職退職
（2008/6

資格喪失）
2008/6

現在のＤＣ加入期間

 
 

 

移換手続き完了後は、前職の①２年２ヶ月の加入期間と、現在の②２ヶ月の加入期間が合算されて計算

されます。（これを「通算加入者等期間」と呼びます。） 

２００８年１１月の移換完了時点の通算加入者等期間は 

  ①２年２ヶ月＋②２ヶ月＝２年４ヶ月 となります。 

 

 

 

 

注意 



第Ⅳ章  ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

Ⅳ－２－２－４ 

帳票見本 移換届出書兼運用指図書（ID  34512） 

①移換元制度が「企業型確定拠出年金」の場合 

･･･ 赤太枠内に記入・押印してください。 

 

 

 



第Ⅳ章  ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

Ⅳ－２－２－５ 

プラン番号★ プラン名★

企業コード★ 企業名★

運用割合は、合計が100% →
となるようにご記入ください。

ＮＲＫ特記欄 ＮＲＫ使用欄 運営管理機関特記欄 運営管理機関使用欄 企業特記欄 企業使用欄

B0505 加入者→企業→運営管理機関→NRKネットワーク 保存期間 10年

移 換 届 出 書 兼 運 用 指 図 書34512 確定拠出年金

運 営 管 理

機 関 名 ★
三井住友信託銀行株式会社 御中

●

ご

本
人

様

控
え

と

し
て

、
本
紙

コ

ピ
ー

を

お
取

り

く
だ

さ
い

。

●

本

帳
票

を

提
出

後

は
運

用

割
合

を

変
更

す

る
こ

と

は
で

き
ま

せ

ん

。

●

★

の
あ

る

項
目

は

必
ず

ご

記
入

く

だ
さ

い

。

●

注

意
事

項

（
注

）
は
別

紙

を
ご

確

認
く

だ

さ
い

。

従業員番号

（注１） 0 1 2 3 4 5 6 20001000

異動事由★
移換元の制度にVをつけてください

「 ＤＣ（確定拠出年金）の企業型 」を選択された方のみご記入ください
   （「ＤＣの個人型（iＤeＣo）」および「自動移換（注２）」された方は記入不要）

日

加入者番号

（注１） ＊＊＊＊＊＊＊

通 知 年 月 日

（ 西 暦 ） ★
20 年 月

123456 ○○確定拠出年金プラン＊＊＊

××株式会社

氏名カナ
★ ネンキン　タロウ 性別★ V 1：男 2：女

7 8 9 0

月 21 日

基礎年金番号★ 1 2 3 4 5 6

氏名漢字
★ 年金　太郎 生年月日

（西暦）★
1984 年 7

Ａ０     ＤＣの企業型
事 業 主
名 称

V Ａ１     ＤＣの個人型（iＤeＣo）
　（自動移換（注２）された方はこちら）

事 業 主
住 所

0000011 ② 日本ｲﾝﾍﾞｽﾀｰ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｱﾝﾄﾞ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱（JIS&T） 8800000 ⑤ 特定運営管理機関（JIS&T）・・・自動移換された方（注２）

移換元の記録関連運営管理機関名にVをつけてください★

V 0000074 ① 日本レコード・キーピング・ネットワーク㈱（NRK） 0000115 ④ ＳＢＩベネフィット・システムズ㈱（SBIBFS）

0000015 ③ 損保ジャパン日本興亜ＤＣ証券㈱（DC証券）

▽0901 商　品　名 商　品　コ　ー　ド★
移換金の

運用割合★

商品名称2 0 0 0 0 2
商品名称１ 0 0 0 0 1

　

な
お

、
移
換

金

運
用

割

合
の

項
目

に

つ
い

て

訂
正

す

る
場

合

は
訂

正

印
が

必

要
に

な

り
ま

す

。

●

訂
正

時

に
は

記

入
内

容

を
朱

書
き

に

て
二

重

線
で

消

し

、
正

し
い

内

容
を

記

入
し

て

く
だ

さ

い

。

●

選
択

肢

の
あ

る

項
目

に

つ
い

て
は

、
該
当

す

る
選

択

肢
欄

横

の
空

欄

に
V

を

ご
記

入

く
だ

さ

い

。

商品名称3 0 0 0 0 3

5 商品名称5 0 0 0 0 5

商品名称７ 0 0 0 0 7

商品名称１１ 0

商品名称4 0 0 0 0 4
2 0

商品名称６ 0 0 0 0 6

商品名称８ 0 0 0 0 8

10 商品名称１０ 0 0 0 1 0
商品名称９ 0 0 0 0 9

0 0 1 1
商品名称１２ 0 0 0 1 2
商品名称１３ 0 0 0 1 3

15 商品名称１５ 0 0 0 1 5
商品名称１４ 0 0 0 1 4

商品名称１６ 0 0 0 1 6
商品名称１７ 0 0 0 1 7
商品名称１８ 0 0 0 1 8 8 0

20 商品名称２０ 0 0 0 2 0
商品名称１９ 0 0 0 1 9

商品名称２１ 0 0 0 2 1
商品名称２２ 0 0 0 2 2
商品名称２３ 0 0 0 2 3

25 商品名称２５ 0 0 0 2 5
商品名称２４ 0 0 0 2 4

商品名称２６ 0 0 0 2 6
商品名称２７ 0 0 0 2 7
商品名称２８ 0 0 0 2 8

30 商品名称３０ 0 0 0 3 0
商品名称２９ 0 0 0 2 9

34512①19.01

合計 1 0 0

記 入 上 の
ご 注 意

年

金

必ず記入してください。

移換元のレコード・キーピング会社

（①～④のいずれか）にチェックしてください。

記入不要です

個人型DC（iDeCo）の資産を移換する場合の記入方法

運用割合は、合計１００％となるように記入してください。

プラン番号・プラン名・企業コード・企業名

を記入してください。

帳票見本 移換届出書兼運用指図書（ID  34512） 

②移換元制度が「個人型確定拠出年金」の場合 

･･･ 赤太枠内に記入・押印してください。 

 



第Ⅳ章  ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

Ⅳ－２－２－６ 

プラン番号★ プラン名★

企業コード★ 企業名★

運用割合は、合計が100% →

となるようにご記入ください。

ＮＲＫ特記欄 ＮＲＫ使用欄 運営管理機関特記欄 運営管理機関使用欄 企業特記欄 企業使用欄

B0505 加入者→企業→運営管理機関→NRKネットワーク 保存期間 10年

移 換 届 出 書 兼 運 用 指 図 書34512 確定拠出年金

運 営 管 理
機 関 名 ★

三井住友信託銀行株式会社 御中

●
ご

本

人

様
控

え

と

し
て

、
本

紙
コ

ピ
ー

を
お

取

り

く
だ

さ

い

。

●
本

帳

票

を
提

出

後

は
運

用

割

合
を

変

更

す
る

こ

と

は
で

き

ま
せ

ん

。

●
★

の

あ

る
項

目

は

必
ず

ご

記

入
く

だ

さ

い

。

●
注

意

事

項

（
注

）
は
別

紙

を

ご
確

認

く

だ
さ

い

。

従業員番号

（注１） 0 1 2 3 4 5 6 20001000

異動事由★
移換元の制度にVをつけてください

「 ＤＣ（確定拠出年金）の企業型 」を選択された方のみご記入ください
   （「ＤＣの個人型（iＤeＣo）」および「自動移換（注２）」された方は記入不要）

日

加入者番号

（注１） ＊＊＊＊＊＊＊

通 知 年 月 日
（ 西 暦 ） ★

20 年 月

123456 ○○確定拠出年金プラン＊＊＊

××株式会社

氏名カナ
★ ネンキン　タロウ 性別★ V 1：男 2：女

7 8 9 0

月 21 日

基礎年金番号★ 1 2 3 4 5 6

氏名漢字
★ 年金　太郎 生年月日

（西暦）★
1984 年 7

Ａ０     ＤＣの企業型
事 業 主
名 称

V Ａ１
    ＤＣの個人型（iＤeＣo）
　（自動移換（注２）された方はこちら）

事 業 主
住 所

0000011 ② 日本ｲﾝﾍﾞｽﾀｰ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｱﾝﾄﾞ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱（JIS&T） V 8800000 ⑤ 特定運営管理機関（JIS&T）・・・自動移換された方（注２）

移換元の記録関連運営管理機関名にVをつけてください★

0000074 ① 日本レコード・キーピング・ネットワーク㈱（NRK） 0000115 ④ ＳＢＩベネフィット・システムズ㈱（SBIBFS）

0000015 ③ 損保ジャパン日本興亜ＤＣ証券㈱（DC証券）

▽0901 商　品　名 商　品　コ　ー　ド★
移換金の

運用割合★

商品名称2 0 0 0 0 2
商品名称１ 0 0 0 0 1

　

な
お

、
移

換
金

運

用

割
合

の

項

目
に

つ

い
て

訂

正

す
る

場

合

は
訂

正

印

が
必

要

に

な
り

ま

す

。

●

訂
正

時

に

は
記

入

内

容
を

朱

書

き
に

て

二
重

線

で

消
し

、
正

し
い

内

容

を
記

入

し

て
く

だ

さ

い

。

●

選
択

肢

の

あ
る

項

目

に
つ

い

て

は

、
該

当
す

る

選

択
肢

欄

横

の
空

欄

に

V
を

ご

記

入
く

だ

さ

い

。

商品名称3 0 0 0 0 3

5 商品名称5 0 0 0 0 5

商品名称７ 0 0 0 0 7

商品名称１１ 0

商品名称4 0 0 0 0 4
2 0

商品名称６ 0 0 0 0 6

商品名称８ 0 0 0 0 8

10 商品名称１０ 0 0 0 1 0
商品名称９ 0 0 0 0 9

0 0 1 1
商品名称１２ 0 0 0 1 2
商品名称１３ 0 0 0 1 3

15 商品名称１５ 0 0 0 1 5
商品名称１４ 0 0 0 1 4

商品名称１６ 0 0 0 1 6
商品名称１７ 0 0 0 1 7
商品名称１８ 0 0 0 1 8 8 0

20 商品名称２０ 0 0 0 2 0
商品名称１９ 0 0 0 1 9

商品名称２１ 0 0 0 2 1
商品名称２２ 0 0 0 2 2
商品名称２３ 0 0 0 2 3

25 商品名称２５ 0 0 0 2 5
商品名称２４ 0 0 0 2 4

商品名称２６ 0 0 0 2 6
商品名称２７ 0 0 0 2 7
商品名称２８ 0 0 0 2 8

30 商品名称３０ 0 0 0 3 0
商品名称２９ 0 0 0 2 9

34512①19.01

合計 1 0 0

記 入 上 の
ご 注 意

年

金

必ず記入してください。

記入不要です

国民年金基金連合会に自動移換になっている資産を移換する場合の記入方法

運用割合は、合計１００％となるように記入してください。

プラン番号・プラン名・企業コード・企業名

を記入してください。

8800000⑤特定運営管理機関（JIS&T）にチェックし

てください。

帳票見本 移換届出書兼運用指図書（ID  34512） 

③企業型確定拠出年金に加入していたが、資格喪失後６ヶ月間移換手続きを行わず、国民年金基金連合

会へ自動的に資産が移換された場合 

・・・赤太枠内に記入・押印してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第Ⅳ章  ２－２．確定拠出年金制度からの移換 

Ⅳ－２－２－７ 

（３）還元帳票について 

（２）の書類を提出し、ＮＲＫにて移換処理が完了すると、対象者宛に「個人別管理資産移換完了のお

知らせ（ＩＤ LPBC0012）」が送付されます。 

 

 



第Ⅳ章  ２－３．他の企業年金制度からの移換 

Ⅳ－２－３－１ 

 

 

中途入社した方で、入社以前に勤めていた企業で加入していた厚生年金基金や確定給付企業年金制度、

企業年金連合会の、脱退一時金相当額（年金給付等積立金を含む）を受け取らず、かつ本人が希望する場

合には、確定拠出年金制度へ移換することが出来ます。この手続きについて説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）中途入社した方への確認について 

中途入社した方へ加入の手続きを行うのと同時に、下記の事項を確認します。 

加入者向けに作成している「前に加入していた制度から年金資産を移すお手続きのご案内」を配付し、

説明してください。 

URL：https://www.smtb.jp/business/dc/DCmail/jimunews/shisanikan.pdf  

①入社以前に勤めていた企業で厚生年金基金や確定給付企業年金制度の加入者であったか。 

②①で加入していた場合、その制度を脱退する際に脱退一時金相当額を受給しておらず手続きを留保して

いるか、又は確定拠出年金制度へ移換を希望しているか。（前制度で年金支給開始年齢に到達している

場合は、移換できません。） 

③②の条件を満たし、確定拠出年金制度へ、資産を移換することを希望するか。 

※a～d の項目を説明してください。 

ａ.移換申出期限 

厚生年金基金・確定給付企業年金制度からの移換の場合は、前の制度の加入者資格喪失から１年以

内であること。 

企業年金連合会からの移換の場合は、確定拠出年金加入資格を取得してから３ヶ月以内であること。 

ｂ.通算加入者等期間に算入する期間及び移換申出の手続き 

ア.移換元制度の算定基礎期間を（重複しない範囲で）全部合算すること 

イ.移換申出の手続きは、本人が移換元事業主に対して行うこと 

※         は、確定拠出年金から確定拠出年金の移換になりますので、 

詳細については「第Ⅳ章 ２－２．確定拠出年金制度からの移換」を参照してください。 

 第Ⅳ章 ２－３．他の企業年金制度からの移換 

【ポータブル相関図】

厚生年金基金 確定給付企業年金 

企業年金連合会 
確定拠出年金(個人型) 

【国民年金基金連合会】 

確定拠出年金(企業型) 



第Ⅳ章  ２－３．他の企業年金制度からの移換 

Ⅳ－２－３－２ 

ｃ.手数料 

移換に関する手数料はかからないこと 

ｄ.課税関係 

確定給付企業年金の本人拠出相当額は拠出時にも課税されていますが、本人拠出相当額を含んだ

脱退一時金相当額を移換した場合には、給付時にも課税される為、二重課税となること 

 

（２）移換を希望する場合の書類について 

厚生年金基金、又は確定給付企業年金の脱退一時金相当額の移換手続きを希望する場合は、移換

するための書類を提出する必要があります。 

この書類は、移換する資産がどこにあるかによって提出書類、及び提出先が異なります。 

移換する資産がどこにあるかの確認を行い、下表と、帳票見本に従って加入者が提出してください。 

 

脱退一時金の取扱に 

関する選択 
提出先 

以前の勤務先に資産がある

場合 

事業主が「厚生年金基金・確定給付企業年金 移換申出書（ＩＤ 34023）」を

配付し、本人が以前の勤務先に提出します。 

（以前の勤務先で書類の内容を確認した後、移換可の場合は、以前の勤務

先がＮＲＫへ連絡します。） 

企業年金連合会に資産が

ある場合 

「中途脱退者等年金給付等積立金、積立金移換申出書（本人申出）」を「企

業年金連合会」へ提出します。 

（この帳票は、企業年金連合会より加入者本人が取り寄せてください。 

企業年金連合会で書類を確認した後、移換可の場合は、企業年金連合会

がＮＲＫへ連絡します。） 

※この申出書には、企業年金連合会から事業主ごとに発番される承認番号

を記入する欄があります。初めて企業年金連合会からの移換者が発生した

際、この承認番号を取得するための「登録届兼変更届（確定拠出年金）」を、

事業主より企業年金連合会へ提出する必要があります。詳細は、企業年金

連合会に問い合わせてください。 

✍既に脱退一時金として受給した方は、移換は出来ません。 



第Ⅳ章  ２－３．他の企業年金制度からの移換 

Ⅳ－２－３－３ 

 

 

・ 移換手続きを行うと、移換元制度での「加入者等期間（勤続期間等）」は、確定拠出年金制度における

「通算加入者等期間」に算入されます。 

（例） 

① 前職で確定給付企業年金に２００６年４月１日に加入し、２００８年６月に資格喪失 

② ２００８年９月に確定拠出年金へ加入 

③ 確定拠出年金への移換手続きが、２００８年１１月に完了 

 

※ＤＢ＝確定給付企業年金

移換
手続き
完了

2008/11

今後の通算加入者等期間は
①の期間と②の加入期間
が合算されて計算されます。

①2年2ヶ月の加入者期間 ②2ヶ月の加入者期間

　
現在の
ＤＣ制度
へ加入
2008/9

前職での
ＤＢ加入期間

　
前職ＤＢ

制度
へ加入
2006/4 2007/4

前職退職
（2008/6

資格喪失）
2008/6

現在のＤＣ加入期間

 

 

 

移換手続き完了後は、前職の①２年２ヶ月の加入期間と、現在の②２ヶ月の加入期間が合算されて

計算されます。（これを「通算加入者等期間」と呼びます。） 

２００８年１１月移換完了時点の通算加入者等期間は 

①２年２ヶ月＋②２ヶ月＝２年４ヶ月 となります。 

注意 



第Ⅳ章  ２－３．他の企業年金制度からの移換 

Ⅳ－２－３－４ 

フリガナ

〒 － 連絡先電話番号 （ － － ）

※ 運用割合を指定する場合は、別途「運用割合指図書」が必要になります（ただし、掛金と同じ運用割合を希望される場合は

「運用割合指図書」の提出は不要です）。詳しくは、運営管理機関にお問合せください。

※ 他の制度から複数回移換の申し出をされる場合、最初に登録した運用割合が毎回適用されます。

B0519　移換申出者（加入者）　→　厚生年金基金・確定給付企業年金実施事業所

移換申出にあたっての留意事項

・この申出書は、移換元の厚生年金基金または確定給付企業年金の実施事業所に提出してください。

・この申出書は、企業型確定拠出年金制度への移換について、移換元の厚生年金基金または確定給付企業年金の実施事業所

　の証明書も兼ねています（右の「移換可否決定通知書」の部分）。

・厚生年金基金制度または確定給付企業年金制度からの移換は、原則、以下の全ての条件を満たす場合に行うことができます。

　　①企業型確定拠出年金の加入者の資格を有する場合。

　　②移換元制度の資格喪失後、１年を経過していない場合。

・複数の厚生年金基金制度または確定給付企業年金制度から資産を移換する場合は、それぞれについて申出書を提出してください。

・企業年金連合会から資産を移換する場合は、専用の申出書が必要になります。詳しくは、企業年金連合会にお問合わせください。

△0915

移 換 元 制 度 の 加 入 員 番 号

0 0 7 4 日本レコード･キーピング･ネットワーク株式会社
記 録 関 連

運 営 管 理 機 関

登 録 番 号 名 称

0 0 0

4 三井住友信託銀行株式会社
運 用 関 連

運 営 管 理 機 関

登 録 番 号 名 称

0 0 0 0 0 9

0 1 日
西暦 2 0 × × 年 0 4 月

※　移換先についてご記入ください。

東京
都道

府県 千代田区
市区

町村 丸の内１－４　三井マンション　102号室
郡

確 定 拠 出 年 金

実 施 事 業 所

名      称  （  会    社    名  ） 確  定  拠  出  年  金     加  入  年  月  日

○○株式会社

住 所

トウキョウト　チヨダク　マルノウチ　１－４　ミツイマンション　102ゴウシツ
100 0000 03 1234 5678

1 9 8 5 1 0 3 0 2：女
8 9 0 確定 太郎

日 1：男

1 2 3 4 5 6 7
フリガナ カクテイ タロウ

西暦

年 月

確定給付企業年金から資産を移す ・ 届出区分は、該当する区分のいずれかに○をつけてください。

基 礎 年 金 番 号 氏 名 生 年 月 日 性 別

○ 厚生年金基金から資産を移す ・ 太線内の項目は、必ず記入してください。

○印 届 出 区 分 ＜記入上の注意＞

△△株式会社　or　□□企業年金基金 殿

改正前厚生年金保険法第１４４条の６第１項（※）または確定給付企業年金法第８２条の３第１項の規定により、厚生年金基金制度

または確定給付企業年金制度から企業型確定拠出年金制度へ脱退一時金相当額の移換を申し出ます。

なお、厚生年金基金制度または確定給付企業年金制度から脱退一時金相当額を移換するための事務処理のみに用いるものである

ことを前提に、本申出書を移換先の企業型確定拠出年金の実施機関に提供することについて同意します。

厚生年金基金・確定給付企業年金
企業型

確定拠出年金用

A3サイズ
切り取らずに提

移　換　申　出　書

※　公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３号）

　 　により、なおその効力を有するものとされています。

印印

本帳票の提出先となる前のご勤務先の会社名や基金名（移換元）

を記入してください

は本人が記入します。

は事業主が記入します。

該当する制度に○をします

現在のご勤務先の会社名（移換先）と、現在のご勤務先のＤＣ加入年月日を記入してください

（会社ご担当者様より本帳票をご本人に配付する際、ＤＣ実施事業所名称とＤＣ加入年月日を

事前に記入したうえで配付してください）

記⼊不要

記入見本

帳票見本 厚生年金基金・確定給付企業年金 移換申出書 （ＩＤ 34023） 左面 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第Ⅳ章  ２－３．他の企業年金制度からの移換 

Ⅳ－２－３－５ 

※ 「移換可」の場合は、本申出書を以下の宛先に送付してください。

ＮＲＫネットワーク特記欄

〒141-6008

東京都品川区大崎２丁目１番１号　ThinkPark Tower　８階

日本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社 ＮＲＫネットワーク使用欄

事務センター　宛

厚生年金基金、確定給付企業年金ご担当者様からの問合せ先：

NRKネットワーク　事務センター　℡03-6862-8694

保存期間５年 34023⑪18.06

移 換 可 否
決 定 者
証 明 欄

移換可否を決定した者（理事長、事業主など）の証明印を押印してください。

・太線内の項目は、必ず記入してください。

・証明欄は、必ず押印してください。 西暦
年 月 日

資 格 喪 失

年 月 日
西暦

年 月 日
＜記入上の注意＞ 受 付 年 月 日

－

総 幹 事

受 託 機 関

名 称

－

（ ） （ ）

住 所 連 絡 先 電 話 番 号 FAX 番 号

〒 -

担 当 部 署 お よ び 担 当 者

厚生年金基金

確定給付企業年金移

換

元

実

施

事

業

所

・

基

金

基 金 ・ 規 約 番 号 名 称

移換不可理由

（「移換不可」の場合は、本申出書を移換申出者に返送してください。）

資格確認の結果、下記の理由により「移換不可」となりましたので通知します。

移換不可

殿
「移換可」の場合は、日本レコード・キーピング・ネットワーク（株）を

「移換不可」の場合は、移換申出者の氏名を記入してください。

資格確認結果 「移換可」、「移換不可」のいずれかに「レ」をご記入ください。

移換可 ※

＊＊＊以下の項目は、厚生年金基金または確定給付企業年金の実施事業所が記入する欄です。＊＊＊

印刷し、
してください。

移　換　可　否　決　定　通　知　書

資格確認の結果、「移換可能」と認められますので通知します。

厚生年金基金等受付印

NRKネットワーク受付印

印

こちら側は、何も記⼊しないでください。

（移換元企業や移換元基⾦などで記⼊する項⽬です。）

左半分の記⼊が完了しましたら、

前のご勤務先や基⾦（移換元制度）へ提出してください。

帳票見本 厚生年金基金・確定給付企業年金 移換申出書 （ＩＤ 34023） 右面 

 



第Ⅳ章  ２－３．他の企業年金制度からの移換 

Ⅳ－２－３－６ 

 

（３）還元帳票について 

（２）の書類を提出し、ＮＲＫにて移換処理が完了すると、対象者宛に「確定給付型企業年金からの移換

完了のお知らせ（ＩＤ LPBC0015）」が送付されます。 

 

 
 

 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 

Ⅳ－２－４－１ 

 

 

 

加入者が、以下で具体的に述べる他の年金・退職金制度に加入している場合（確定拠出年金加入後に他

の制度に加入した場合を含む）、事業主は対象となる他の制度の情報（制度名、資格取得日）を通知する必

要があるため、その手続きについて説明します。 

 

（１）対象となる年金・退職金制度について 

通知の対象となるのは、制度発足時（加入時）に以下の制度に加入している場合、または制度発足後

（加入後）に以下の制度に加入した場合です。 

 

【通知の対象となる制度】（ ）は、帳票やデータに設定を行うための各制度のコードになります。 

厚生年金基金（０３） 石炭鉱業年金基金（０４） 中小企業退職金共済（０６） 

特定退職金共済（０７） 私立学校教職員共済（０９） 社会福祉施設職員等退職手当

共済（１１） 

外国の法令等に基づく保険また

は共済（１２） 

退職給与制度（１３） 確定給付企業年金 

【基金型】（１４） 

確定給付企業年金 

【規約型】（１５） 

小規模企業共済 

※注意を参照 

 

 

（２）年金・退職金制度への加入通知の手続きについて 

加入者が年金・退職金制度に加入している場合（確定拠出年金加入後に他の制度に加入した場合を

含む）、企業は対象となる他制度の情報（制度名、資格取得日）を通知する必要があります。 

通知方法については、以下の方法があります。 

① ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「加入者業務 他制度加入状況通知」画面より登録 

② ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面より「他制度加入状況通知データ」を送信 

③ 他制度加入状況通知書（ID 20046）の提出 

✍①は、一度の送信で大量の手続きを行うことができるため、制度発足時や、新入社員大量加入時

などの処理件数が多い場合に適しています。 

②は、画面に 1 件ずつ登録するため、件数が少ない場合に適してします。 

原則、①又は②で登録してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 第Ⅳ章  ２－４．他制度加入状況通知 

・ 原則、加入登録後速やかに、他制度加入状況を登録してください。 

・  小規模企業共済の加入者の場合は、「小規模企業共済加入者申出書（ID 20048）」を提出してくださ

い。 

注意 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 

 

Ⅳ－２－４－２ 

（３）ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「加入者情報」画面の入力方法について 

 

① 事務受付業務の中の加入者業務を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①選択 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 
 

Ⅳ－２－４－３ 

 

② 他制度加入状況通知を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「他制度加入状況通知」を選択 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 

 

Ⅳ－２－４－４ 

③検索条件を入力し「表示」ボタンを押下します。 

④対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④対象者を選択 

③検索条件を入力し「表示」ボタン

を押下します。 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 
 

Ⅳ－２－４－５ 

⑤変更後の内容を入力します。 
 ⑥「はい」を押下します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤制度の種類を選択、資格取得年

月日を入力 

⑥「はい」を押下 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 

 

Ⅳ－２－４－６ 

⑦ ⑥で「はい」を押下すると、下記の「内容確認」画面が表示されますので、内容を確認します。 

 （変更の確認書類が必要な場合は、適宜この画面の印刷を行ってください。） 

⑧ 変更内容が正しければ「はい」ボタンを押下します。 

⑨ 変更内容に誤りがあった場合は、「戻る」を押下すると⑤の画面に戻りますので変更を行ってください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧「はい」を押下。 

⑨変更内容に誤りがあ

った場合押下。 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 
 

Ⅳ－２－４－７ 

⑩「データ送信状況照会一覧」で処理結果を確認いただくことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩「データ送信状況照会一覧」で

処理結果が確認できます。 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 

 

Ⅳ－２－４－８ 

帳票見本 他制度加入状況通知書（ID 20046） 

      ・・・赤太枠内に記入・押印します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラン番号・プラン名・企業コード・企業名を

記入してください。 

通知権限者の部門の所在地、社名、

役職者名を記入し、届出印を押印し

てください。 
実施している制度のコードを制度コー

ド表より選び、制度コード欄へ記入し

てください。 
実施している制度の資格取得年月日を西暦で記入し

てください。 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 
 

Ⅳ－２－４－９ 

帳票見本 小規模企業共済加入者申出書（ID 20048） 

･･･赤太枠内に記入・押印します。

プラン番号・プラン名・企業コード・企業名を

記入してください。 

加入者本人の朱肉印を押印ください。 

認印でも可です。 



第Ⅳ章 ２－４． 他制度加入状況通知 

 

Ⅳ－２－４－１０ 

 

（４）年金・退職金制度への加入通知の届出時期について 

①確定拠出年金加入時に他制度の加入者である場合 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムのデータファイル送信画面より「他制度加入状況通知データ」を送信して手続き

する場合は、ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「加入者情報照会」画面より、対象者が加入登録されていること

を確認してください。 

（ＮＲＫＷＥＢ事務システムに対象者が加入者として登録されていないと、送信が出来ません。） 

「他制度加入状況通知書（ID 20046）」を提出する場合は、「加入通知書兼運用指図書（ID 20018）」を

弊社宛送付する際に、あわせて提出してください。 

（帳票の送付方法については、「第Ⅰ章 ４．帳票送付～「企業型送付状」を参照してください。） 

②確定拠出年金加入後に他制度の加入者になった場合 

他制度の加入者になった後、速やかに、手続きしてください。 

 

（５）他の年金・退職金制度への加入資格喪失の通知 

加入者が、上記で加入通知済の制度の加入資格を喪失した場合は、速やかに喪失の通知を行ってくだ

さい。加入者の資格を喪失するのと同時に、他制度の加入者の資格も喪失した場合は通知不要です。 

通知方法については、以下の方法があります。 

 

① ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面より「他制度加入状況通知データ」を送信 

② ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「加入者業務 他制度加入状況」画面より登録後、送信 

③ 他制度加入資格喪失通知書（ID 20051）の提出 

 

 

 

 

 

他の企業年金制度へ加入にしたことに伴い拠出限度種別が変更となる場合は、「第Ⅳ章 ２－５．給与ポイ

ント更改」を参照のうえ、拠出限度種別の変更を行ってください。 

（拠出限度額に影響のある以下の制度の資格を取得・喪失した場合には、拠出限度種別の変更が発生す

る場合があります。） 

① 厚生年金基金 

② 確定給付企業年金（基金型・規約型）  

③ 石炭鉱業年金基金   

④ 私立学校教職員共済制度 

 

注意 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－１ 

 

 

掛金額の登録・変更や、拠出限度種別の変更について説明します。 

給与やポイントの更改については、ＮＲＫが毎月の掛金を計算する方式を選択した事業主のみ行うことが

できます。ＮＲＫが毎月の掛金を計算する方式を選択している場合、ＮＲＫが管理している加入者登録情報に

基づき毎月の掛金の計算を行います。事業主は、加入者ごとの掛金額算出基準となる給与金額あるいはポ

イントを前もって登録することと、登録した給与金額あるいはポイントに変更があった場合にはその都度、通

知をすることが必要です。 

拠出限度種別の変更については、掛金の計算方式に関わらず、該当事由が発生した場合、すべての事業

主が通知する必要があります。確定給付企業年金等の未加入者か、確定給付企業年金等の加入者である

かによって、確定拠出年金で拠出ができる限度額が決まりますので、加入者ごとに登録が必要です。 

 

（１）給与ポイント及び拠出限度種別の変更手続きについて 

「給与」あるいは「ポイント」を登録する際と、その内容に変更（更改）があった際に、ＮＲＫに最新の「給

与」あるいは「ポイント」を通知する必要があります。 

登録方法については、以下の方法があります。 

①ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「加入者業務 加入者給与ポイント更改通知」画面より登録 

②ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面より「給与ポイントデータ」を送信 

③帳票 「給与・ポイント変更通知書（ID 20031）」を提出 

✍①は加入者ごとに検索して作業ができるため、処理件数が少ない場合に適しています。 

②は、一度の送信で大量の手続きを行うことができるため、処理件数が多い場合に適しています。原

則、①又は②で登録してください。 

（２）処理期限 

毎月２０日（拠出対象月の２０日、休日の場合は前営業日）までに、ＮＲＫＷＥＢ事務システムにて手続きし

てください。 

（例えば、６月から給与ポイント更改を行う場合は、６月２０日までに手続してください。） 

なお、２０日までに手続きが間に合わなかった場合は弊社まで連絡してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第Ⅳ章 ２－５．給与ポイント更改 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－２ 

（３）ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「加入者情報」画面の入力方法について 

①事務受付業務の中の加入者業務を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①選択 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－３ 

②加入者給与ポイント更改通知を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「加入者給与ポイント更改通知」

を選択。 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－４ 

③検索条件を入力し「表示」ボタンを押下します。 

④対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③検索条件を入力し「表示」ボタン

を押下します。 

④対象者を選択。 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－５ 

⑤変更後の内容を入力します。 

＊拠出限度種別は下記表をご参照ください。 

拠出限度種別 内容 

確定給付年金未加入者 確定給付企業年金等の脱退者、もしくは未加入者 

確定給付年金加入者 確定給付企業年金等への加入者 

✍確定給付企業年金等 ：確定給付企業年金、厚生年金基金、石炭鉱業年金基金、私立学校教

職員共済を指します。 

⑥「はい」を押下します。 

 

⑤変更後の内容を入力します。 

・適用年月日を入力 

・加入者拠出限度種別を選択 

＜以下のどちらかを入力＞ 

・給与金額：変更後月次掛金を入力 

・ポイント：変更後月次掛金を入力 

⑥「はい」を押下。 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－６ 

ａ．各項目の内容説明について 

項目 説明 

拠出限度種別 下記のｂ．拠出限度種別についての説明を確認してください。 

給与 ＮＲＫが毎月掛金を計算し、毎月の拠出額を計算する上での基礎数値を金額で

通知している場合のみ入力してください。 

（該当の場合のみ入力できます。） 

０（ゼロ）は入力できません。 

ポイント ＮＲＫが毎月掛金を計算し、毎月の拠出額を計算する上での基礎数値をポイント

で通知している場合のみ入力してください。 

（該当の場合のみ入力できます。） 

０（ゼロ）は入力できません。 

適用年月 何月分の拠出金から、給与やポイントを変更するのかを入力してください。 

（例えば、１０月適用と入力した場合は、１０月度掛金（１１月入金分）から新しい給

与もしくはポイントを基準に算出された拠出金額に変更されます。） 

 

ｂ．拠出限度種別について 

確定給付企業年金等の未加入者と加入者では、確定拠出年金での毎月の拠出限度種別が変わって

きますので、加入状況に応じてどちらかを選択してください。 

拠出限度種別 内容 

確定給付年金未加入者 確定給付企業年金等（※）の脱退者、もしくは未加入者 

（２０２０年１月１日現在）<確定拠出年金の拠出限度額：５５，０００円> 

確定給付年金加入者 確定給付企業年金等（※）の加入者 

（２０２０年１月１日現在）<確定拠出年金の拠出限度額：２７，５００円> 

  ✍確定給付企業年金等 ：確定給付企業年金、厚生年金基金、石炭鉱業企業年金基金、私立学校教職員

共済を指します。 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「給与」「ポイント」の入力について 

・ 給与またはポイントとして「０円」または「０ポイント」は登録できません。 

拠出を行わない場合は「拠出中断処理」が必要となりますので、「第Ⅳ章 ２－７．拠出中断再開」を

確認してください。 

 

「適用年月」の入力について 

・ 前回登録していた適用年月以前は、入力できません。 

 

適用年月を遡った年月で登録する場合について 

・ 例えば、６月２６日に「４月の適用年月」で、前回登録時よりも金額が大きくなる給与やポイントで登

録する場合（既に、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の拠出による入金が終わっ

ているものとします。）、後から不足分を追加拠出することができませんので注意してください。 

・ 詳細は下記の図を参照してください。 

 

6月26日
7月

4月までの給与金額
（1,000円） 1,000円のまま拠出

（処理日：6/26）
給与ポイント適用年月を4月
で「2,000円」に上がると入力

した場合）

既に4月度掛金（5月入金分）と5月度掛金（6月入金分）は拠出済

4月 5月 6月

※後から、差額2,000円分を追加で拠出することはできません。  

 

４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の時点で、給与ポイント更改処理が入力されて

いないため、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）は１，０００円のまま拠出されます。 

６月２６日に遡った４月の適用月で、金額が大きくなる掛金やポイント変更の処理を行っても、 

その差額を追加拠出することはできません。 

注意 
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Ⅳ－２－５－８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  例えば６月２６日に「４月の適用年月」で、前回登録時よりも金額が小さくなる給与やポイントで登

録する場合（既に、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の拠出による入金が終

わっているものとします。）、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の多く払われて

いる分が事業主へ返戻されることになりますので、注意してください。（一度返戻されてしまうと、

後から追加拠出することができませんので、返戻が伴う処理を行う場合は、十分注意してくださ

い。） 

詳細については、下記の図を参照してください。 

 

 

給与金額
2.000円で登録

※２ヶ月分の多く支払われた掛金
（差額2.000円）が事業主へ返戻される。

4月 5月 6月

　　　　　　　（処理日：6/26）
給与ポイント適用年月を4
月で「1.000円」に下がると

入力した場合）

7月

この給与更改処理の結果

1.000円返戻1.000円返戻
4月度掛金（5月入金分）

既に4月度掛金（5月入金分）と5月度掛金（6月入金分）
は2.000円で拠出済み

5月度掛金（6月入金分）

 

 

上記図の場合、給与ポイント更改処理を行ったのが６月２６日のため、既に４月度掛金（５月

入金分）と５月度掛金（６月入金分）は、６月２５日まで登録されていた「２，０００円」で拠出済で

す。 

しかし、６月２６日に、適用年月４月で１，０００円の登録をすると、４月度掛金（５月入金分）と５

月度掛金（６月入金分）は「１，０００円が正しい拠出額であった」と判定され、多く支払われた

「１，０００円/月」（計２，０００円）は、事業主へ返戻されることになります。 

 

適用年月を遡った年月で登録する場合、掛金返戻等の異例処理が発生することがあります。お手続

きには十分注意してください。また少しでも不明な点があれば弊社まで相談してください。 

注意 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－９ 

⑦ ⑥で「はい」を押下すると、下記の「内容確認」画面が表示されますので、内容を確認します。 

 （変更の確認書類が必要な場合は、適宜この画面の印刷を行ってください。） 

⑧ 変更内容が正しければ「はい」ボタンを押下します。 

⑨ 変更内容に誤りがあった場合は、「戻る」を押下すると⑤の画面に戻りますので変更を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧「はい」を押下。 

⑨変更内容に誤りがあ

った場合押下。 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－１０ 

⑩「データ送信状況照会一覧」で処理結果を確認いただくことができます。 

 

 

⑩「データ送信状況照会一覧」で

処理結果が確認できます。 



第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改 

Ⅳ－２－５－１１ 

 

（４）ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面の「給与ポイント更改データ」より送信する方法につ

いて 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より手続きを行う場合、所定のＥｘｃｅｌファイルフ

ォーマットにデータを作成し、ＣＳＶに変換して送信をします。Ｅｘｃｅｌファイルフォーマットが必要な場合

は、確定拠出年金管理部事務担当者まで問合せてください。また、送信手続きについては、「第Ⅱ章 

５－５．データファイル送信」を参照してください。 

（５）還元帳票について 

ＮＲＫにて給与ポイントの更改や拠出限度種別の変更の登録が完了すると、ＮＲＫから事業主宛に「加

入者別給与・ポイント更改登録内容のお知らせ（ＬＰＢＢ0011）」が送付されます。 

登録内容に相違等ないか確認します。 

相違があった場合、早急に修正が必要となりますので、必ず弊社まで連絡してください。 

（６）掛金の修正について 

ＮＲＫが「掛金のお知らせ」を作成した後に、その対象年月で給与ポイントの更改を行う場合は、掛金の

修正対応を行う必要があります。ただし、事態判明の時期・事態内容によっては、修正手続きが間に合

わない場合もありますので、ご了承ください。掛金の修正が発生した場合は、必ず弊社まで連絡してく

ださい。 

掛金の修正方法については、「第Ⅴ章  掛金」に記載していますので、参照のうえ手続きしてく

ださい。 

 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－１ 

 

 

毎月の加入者掛金額の登録・変更の手続きについて説明します。 

加入者掛金基礎情報更改については、毎月の掛金をＮＲＫで計算する方式を選択しており、マッチング拠出を

導入している事業主のみ行うことができます。 

ＮＲＫが毎月の掛金を計算する方式を選択しており、マッチング拠出を導入している場合、ＮＲＫが管理してい

る加入者掛金基礎情報に基づき毎月の加入者掛金の計算を行います。事業主は、加入者掛金を拠出する加入

者についての加入者掛金額を前もって登録することと、登録した加入者掛金額に変更があった場合にはその都

度、通知をすることが必要です。なお、加入者掛金の拠出を行わない加入者については加入者掛金基礎情報の

通知は不要です。 

また、法令上、加入者掛金額の変更は年１回限り認められていますが、弊社及び NRK では年１回変更のチェ

ックは行いませんので、事業主にて管理してください。 

 

 

（１）加入者掛金額の登録、変更手続きについて 

加入者掛金額を登録する際と、その内容に変更（更改）があった際に、ＮＲＫに最新の「加入者掛金額」を

通知する必要があります。 

登録方法については、以下の方法があります。 

① ＮＲＫ ＷＥＢ事務システム 「加入者業務」の「加入者掛金基礎情報通知」を入力 

② ＮＲＫ ＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面より「加入者掛金基礎情報データ」を送信 

③帳票 「加入者掛金基礎情報通知書（ID 20033）」を提出 

✍①は加入者ごとに検索して作業ができるため、処理件数が少ない場合に適しています。 

②は、一度の送信で大量の手続きを行うことができるため、処理件数が多い場合に適しています。原則、

①又は②で登録してください。 

 第Ⅳ章 ２-６．加入者掛金基礎情報更改 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－２ 

（２）処理期限 

毎月２０日（拠出対象月の２０日、休日の場合は前営業日）までに、ＮＲＫＷＥＢ事務システムにて手続きして

ください。 

（例えば、２０１４年１月からの加入者掛金基礎情報の更改を行う場合は、２０１４年１月２０日までに手続してく

ださい。） 

なお、２０日までに手続きが間に合わなかった場合は弊社まで連絡してください。 

 

（３）ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「加入者情報」画面の入力方法について 

① 事務受付業務の中の加入者業務を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①選択 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－３ 

② 加入者掛金基礎情報通知を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「加入者掛金基礎情報通知」を

選択。 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－４ 

③検索条件を入力し「表示」ボタンを押下します。 

④対象者を選択します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④対象者を選択。 

③検索条件入力し「表示」ボタンを 

押下します。 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－５ 

⑤変更後の内容を入力します。 

⑥「はい」押下します。 

 

 

 

⑥「はい」を押下。 

⑤変更後の内容を入力します。 

・適用年月日を入力 

・加入者毎月掛金を入力 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－６ 

a．各項目の内容説明について 

項目 説明 

適用年月 何月分の拠出金から、加入者掛金額を変更するのかを入力してくださ

い。 

（例えば、７月適用と入力した場合は、７月度掛金（８月入金分）から新し

い加入者掛金額に変更されます。） 

加入者毎月掛金額 毎月の加入者掛金額を入力してください。 

事業主掛金額を超過した加入者掛金額の設定は出来ません。 

また、事業主掛金額と加入者掛金額の合計金額が、毎月の拠出限度額

を超過しないよう設定してください。 

  



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

事業主掛金の拠出中断手続きをした場合の加入者掛金の拠出について 

・ 事業主掛金の拠出中断手続きを行うと、加入者掛金の拠出も出来ません。事業主掛金の再開手続

きを行うと自動的に加入者掛金の拠出も再開されます。 

ただし、事業主掛金の中断手続きと同時に加入者掛金額を０円に変更する手続きを行った場合、事

業主掛金の再開手続きだけでは加入者掛金の拠出は再開されません。加入者掛金の拠出を再開

する場合には、加入者掛金額の変更手続きを行ってください。 

 

「適用年月」の入力について 

・ 前回登録していた適用年月以前は、入力できません。 

 

適用年月を遡った年月で登録する場合について 

・ 例えば、６月２６日に「４月の適用年月」で、前回登録時よりも金額が大きくなる加入者掛金額の変更

を登録する場合（既に、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の拠出による入金が終

わっているものとします。）、後から不足分を追加拠出することができませんので注意してください。 

詳細は下記の図を参照してください。 

 

 

４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の時点で、加入者掛金基礎情報更改処理が入

力されていないため、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）は１，０００円のまま拠出さ

れます。 

６月２６日に遡った４月の適用月で、金額が大きくなる加入者掛金額の変更の処理を行っても、 

その差額を追加拠出することはできません。 

注意 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－８ 

 

・  例えば６月２６日に「４月の適用年月」で、前回登録時よりも金額が小さくなる加入者掛金額の変

更を登録する場合（既に、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の拠出による入金

が終わっているものとします。）、４月度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の多く払わ

れている分が事業主へ返戻されることになりますので、注意してください。（一度返戻されてしまう

と、後から追加拠出することができませんので、返戻が伴う処理を行う場合は、十分注意してくだ

さい。） 

詳細については、下記の図を参照してください。 

 

上記図の場合、加入者掛金基礎情報更改処理を行ったのが６月２６日のため、既に４月度掛

金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）は、６月２５日まで登録されていた「２，０００円」で

拠出済です。 

しかし、６月２６日に、適用年月４月で１，０００円の登録をすると、４月度掛金（５月入金分）と５

月度掛金（６月入金分）は「１，０００円が正しい拠出額であった」と判定され、多く支払われた

「１，０００円/月」（計２，０００円）は、事業主へ返戻されることになります。 

 

適用年月を遡った年月で登録する場合、掛金返戻等の異例処理が発生することがあります。お

手続きには十分注意してください。また少しでも不明な点があれば弊社まで相談してください。 

 

加入者掛金の拠出終了について 

・ 加入者資格喪失または所属企業変更手続きを行うことにより、その企業での加入者掛金の拠出

は終了となります。 

所属企業変更時の加入者掛金拠出の取り扱いについて 

・ 所属企業変更後、異動先の企業で加入者掛金の拠出を行う場合、異動前企業で登録した加入

者掛金基礎情報は異動先企業へ引き継がれません。そのため、所属企業変更手続き時に加入

者掛金基礎情報を登録する、もしくは異動先企業で加入者掛金基礎情報の登録手続きを行って

ください。 

注意 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－９ 

⑦ ⑥で「はい」を押下すると、下記の「内容確認」画面が表示されますので、内容を確認します。 

（変更の確認書類が必要な場合は、適宜この画面の印刷を行ってください。） 

⑧ 変更内容が正しければ「はい」ボタンを押下します。 

⑨ 変更内容に誤りがあった場合は、「戻る」を押下すると⑤の画面に戻りますので変更を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧「はい」を押下。 

⑨変更内容に誤りがあ

った場合押下。 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－１０ 

⑩「データ送信状況照会一覧」で処理結果を確認いただくことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩「データ送信状況照会一覧」で

処理結果が確認できます。 



第Ⅳ章  ２－６．加入者掛金基礎情報更改 

Ⅳ－２－６－１１ 

（４）ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面の「加入者掛金基礎情報データ」より送信する方法に

ついて 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より手続きを行う場合、所定のＥｘｃｅｌファイルフォー

マットにデータを作成し、ＣＳＶに変換して送信をします。Ｅｘｃｅｌファイルフォーマットが必要な場合は、確

定拠出年金管理部事務担当者まで問合せてください。また、送信手続きについては、「第Ⅱ章 ５－５．デ

ータファイル送信」を参照してください。 

（５）還元帳票について 

ＮＲＫにて加入者掛金の登録・変更の登録が完了すると、ＮＲＫから事業主宛に「加入者掛金基礎情報登

録・変更のお知らせ（ＬＰＢＢ0043）」が送付されますので、登録内容に相違がないか確認します。 

相違があった場合、早急に修正が必要となりますので、必ず弊社まで連絡してください。 

（６）掛金の修正について 

ＮＲＫが「掛金のお知らせ」を作成した後に、その対象年月で加入者掛金基礎情報の更改を行う場合は、

加入者掛金の修正対応を行う必要があります。ただし、事態判明の時期・事態内容によっては、修正手続

きが間に合わない場合もありますので、ご了承ください。加入者掛金の修正が発生した場合は、必ず弊社

まで連絡してください。 

掛金の修正方法については、「第Ⅴ章  掛金」に記載していますので、参照のうえ手続きしてくだ

さい。 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－１ 

 

 

毎月の掛金の拠出中断処理、又は中断中の加入者の拠出を再開させる処理について説明します。 

こちらのお手続きは、確定拠出年金規約に拠出中断の定めがある事業主のみ手続きができますので、注意し

てください。（手続きができる場合のみ、入力することができます。） 

 

（１）概要 

企業型確定拠出年金では、原則として拠出を中断することはできませんが、確定拠出年金規約に拠出中

断の定めがある休職期間で、かつ給与が全く支払われない月に限って、掛金の拠出を中断することが可

能です。（確定拠出年金規約に、拠出中断の定めがない場合は拠出を中断することは出来ません。） 

詳細は、下図を参照してください。 

 

＜休職時 （掛金を中断する場合の取扱いについて）＞ 

 

 ９月１日から９月１４日までの勤務に対して給与が支払われる場合、９月度掛金（１０月入金分）を拠出する必要が

あります。１０月１日以降、給与が全く支給されない場合は、適用日を１０月として拠出中断の手続きを行います。 

 

＜復職時 （掛金を再開する場合の取扱いについて）＞ 

 復職後の１１月１５日から１１月３０日の勤務に対し給与が支払われる場合、１１月度掛金（１２月入金分）から拠

出する必要があります。そのため、適用日を１１月として拠出再開の手続きを行います。 

 

＜休職日と復職日が同月である場合の取扱いについて＞ 

 ９月１日に休職していますが、９月２５日に復職し、復職後の９月２５日から９月３０日の勤務に対し給与が支払わ

れる場合、９月度掛金（１０月入金分）を拠出する必要があります。よって、拠出の中断をすることは出来ません。既

に中断の手続き（９月適用で中断）を行っていた場合は、速やかに再開の手続き（９月適用で再開）を行います。 

 第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

▲9/15休職
　9/1　　　　　　　　　　　　　　　9/30

▲11/15復職
　11/1　　　　　　　　　　　　　　　11/30

▲9/1休職　　　　▲9/25復職
　9/1　　　　　　　　　　　　　　　9/30



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－２ 

 

（２）拠出中断再開の登録手続きについて 

拠出中断再開の登録方法については、以下の方法があります。 

① ＮＲＫ ＷＥＢ事務システム 「加入者業務」の「加入者拠出中断・再開通知」を入力 

② ＮＲＫ ＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面より「加入者拠出中断・再開通知データ」を送信 

③帳票 「加入者拠出中断・再開通知書（ID 20044）」を提出 

✍①は加入者ごとに検索して作業ができるため、処理件数が少ない場合に適しています。 

②は、一度の送信で大量の手続きを行うことができるため、処理件数が多い場合に適しています。 

原則、①又は②で登録してください。 

 

（３）処理期限 

毎月２０日（拠出対象月の２０日、休日の場合、前営業日）までに、ＮＲＫＷＥＢ事務システムにて手続きし

てください。 

（例えば、６月から拠出中断又は拠出再開を行う場合は、６月２０日までに手続きしてください。） 

なお、２０日までに手続きが間に合わなかった場合は、弊社まで連絡してください。 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－３ 

 

（４）ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「加入者情報」画面の入力方法について 

① 事務受付業務の中の加入者業務を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①選択 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－４ 

② 加入者拠出中断・再開通知を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「加入者拠出中断・再開通知」を

選択 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－５ 

③検索条件を入力し「表示」ボタンを押下します。 

④対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③検索条件を入力し「表示」ボタン

を押下します。 

④対象者を選択。 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－６ 

⑤変更後の内容を入力します。 

 ⑥「はい」を押下します。 

 

 

a．「適用年月」について 

項目 説明 

適用年月 中断又は再開を行う基準月を入力してください。 

（例えば、２０２０年１月度掛金（２月入金分）から中断又は再開を行う場合は、「２０２００

１」と入力してください。） 

 

 

⑤変更後の内容を入力します。 

・適用年月日を入力 

・拠出状況を選択 

⑥「はい」を押下。 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－７ 

 

ｂ．「拠出中断・拠出再開」 について 

項目 説明 

中断 適用年月分の拠出から「中断」する場合、こちらを選択してください。 

再開 拠出中断していた加入者について、適用年月分の拠出から「再開」する場合、こちらを

選択してください。 

 

 

 

 

 

「適用年月」の入力について 

過去に拠出中断処理の登録がある加入者については、それ以前の登録はできません。 

 

ＮＲＫが毎月の掛金を計算する方式を選択している事業主の取扱について 

・  休職等の理由により、掛金が０円となる場合、０円を登録または０円に変更することができないため、

「中断」の登録をする必要があります。 

・ 一度中断を行ってから、後日拠出再開を行う場合、再開を行った時の「給与又はポイント」について

は、中断を行う前のものが適用されます。再開した際に、「給与又はポイント」が変更になる場合は、必

ず「第Ⅳ章  ２－５．給与ポイント更改」を参照し、変更手続きを行ってください。 

注意 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用年月を遡った年月で登録した場合について 

・ 例えば、６月２６日に「４月の適用年月」で中断処理を行う場合（既に４月度掛金（５月入金分）と５

月度掛金（６月入金分）は拠出が終わっているものとします。）、４月度掛金と５月度掛金は、事業

主へ掛金が返戻されることになりますので、注意してください。（一度返戻されてしまうと、後から

追加拠出することができませんので、返戻が発生する処理を行う場合は、十分注意してくださ

い。） 

・ 詳細については下記の図を確認してください。 

※2か月分の掛金が事業主へ返戻

4月掛金（5月入金分）と5月掛金（6月入金分）
は既に拠出済み

この拠出中断処理の結果

5月掛金（6月入金分）4月掛金（5月入金分）
返戻 返戻

4月 5月 6月

（処理日：6/26）
拠出中断の適用年月を 4月
で処理

7月

 

 

上記図の場合、拠出中断処理を行ったのが６月２６日のため、既に４月度掛金（５月入金分）と５

月度掛金（６月入金分）までは、拠出対象者として登録されているため、拠出済です。 

しかし、６月２６日に、適用年月４月で拠出中断の登録をすると、４月度掛金（５月入金分）と５月

度掛金（６月入金分）は「中断者」となるため、拠出する対象者ではなかった」と判定され、２か月

分の拠出金は、事業主へ返戻されることになります。 

 

・ 逆に、６月に「４月の適用年月」で拠出中断から再開処理へ変更する場合（４月度掛金（５月入金

分）と５月度掛金（６月入金分）は、中断者であったため、拠出がないものとします。）は６月の登

録変更時に後から４月度掛金と５月度掛金を追加拠出することはできませんので注意してくださ

い。 

 

適用年月を遡った年月で登録する場合、掛金返戻等の異例処理が発生することがあります。手続き

には十分注意してください。また少しでも不明な点があれば確定拠出年金管理部事務担当者まで連

絡してください。 

注意 
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Ⅳ－２－７－９ 

⑦ ⑥で「はい」を押下すると、下記の「内容確認」画面が表示されますので、内容を確認します。 

（変更の確認書類が必要な場合は、適宜この画面の印刷を行ってください。） 

⑧ 変更内容が正しければ「はい」ボタンを押下します。 

⑨変更内容に誤りがあった場合は「戻る」を押下すると⑤の画面に戻りますので変更を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧「はい」を押下。 

⑨変更内容に誤りがあ

った場合押下。 



第Ⅳ章  ２－７． 拠出中断・再開 

Ⅳ－２－７－１０ 

⑩「データ送信状況照会一覧」で処理結果を確認いただくことができます。 

 

 

（５）ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面の「拠出中断再開データ」より送信する方法について 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より手続きを行う場合、所定のＥｘｃｅｌファイルフォー

マットにデータを作成し、送信をします。Ｅｘｃｅｌファイルフォーマットが必要な場合は、弊社まで問合せてく

ださい。また、送信手続きについては、「第Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

（６）還元帳票について 

当該結果を個別に還元する専用帳票はありません。 

ただし、掛金対象月の翌月１０日頃よりＮＲＫから送付する「掛金のお知らせ（異動者別明細） （ＩＤ 

LPBC0007）」もしくは「掛金のお知らせ（異動者別明細）＜加入者掛金導入企業用＞ （ＩＤ LPBC0025）」

にて、対象年月に拠出中断または拠出再開を行った対象者が記載されますので、確認してください。 

（７）掛金の修正について 

ＮＲＫが「掛金のお知らせ」を作成した後に、その対象年月で拠出中断又は再開をする場合は、掛金の修

正対応を行う必要があります。ただし、事態判明の時期・事態内容によっては、修正手続きが間に合わな

い場合もありますので、ご了承ください。掛金の修正が発生した場合は、必ず弊社まで連絡してください。 

掛金の修正方法については、「第Ⅴ章  掛金」に記載していますので、参照のうえ手続きしてください。 

 

 

⑩「データ送信状況照会一覧」で

処理結果が確認できます。 



第Ⅳ章 ２－８．所属企業変更 

Ⅳ－２－８－１ 

 

 

同一プラン内の事業主間で転籍者が発生した場合の所属企業変更手続きについて説明します。 

所属企業変更とは、１プラン複数企業の設立形態プランで、加入者が所属企業を異動する際、資格喪失手

続きをせずに、所属する企業を変更することをいいます。 

加入者は、ユーザーID や加入者番号を変えることなく、WEB 等を使用することができます。 

 

 

 

 

（１）所属企業変更の手続きについて 

同一プラン内から、転籍者が発生した場合は、所属企業変更の手続きを行う必要があります。 

① ＮＲＫ ＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より「加入者所属企業変更通知データ」を送信 

② 帳票「加入者所属企業変更通知書（ID 20061）」を提出 

 

（２）処理期限について 

毎月２０日（拠出対象月の２０日、休日の場合、前営業日）までに、ＮＲＫＷＥＢ事務システムで手続きし

てください。 

（例えば、 ６月１日が所属企業間の異動日となる場合は、６月２０日までに手続きしてください。） 

なお、２０日までお手続きが間に合わなかった場合は、弊社まで連絡してください。 

 第Ⅳ章  ２－８．所属企業変更  

 

所属企業変更については、手続きができる事業主が限られていますので、注意してください。（手続きが

できる場合のみ、ＮＲＫＷＥＢ事務システムのデータファイル送信画面のデータ種別に加入者所属企業

変更通知データが表示されます。） 

なお、こちらの手続きについては、異動先の事業主（新所属企業）にて行ってください。 

   転籍前の企業の勤続年数が通算されることを条件に「所属企業変更」のお手続きが可能です。事業

主返還を規約で定めている場合はご注意ください。 

個人型確定拠出年金との併行加入が可能な企業から、加入が不可の企業に転籍する場合は、個人

型の確定拠出年金の加入者資格を喪失する必要があります。加入者に、個人型確定拠出年金の加入

者資格喪失についてご案内ください。 

注意 



第Ⅳ章 ２－８．所属企業変更 

Ⅳ－２－８－２ 

（３）ＮＲＫＷＥＢ事務システムのデータ送信方法について 

①データファイル送信を選択します。 

②データ種別で、「加入者所属企業変更通知データ」を選択します。 

③「参照」ボタンをクリックし、送信するデータファイルを選択します。 

④「はい」をクリックします。 

※データフォーマットについては、確定拠出年金管理部事務担当者にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤データ送信後「データ送信状況照会」により、データが正しく送信されたか確認をします。（第Ⅱ章 ５－６． 

データ送信状況照会を参照ください。） 

①選択 

②加入者所属企業変更通知データを選択 

③クリックし、対象

のデータを選択 

④クリック 
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Ⅳ－２－８－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）還元帳票について 

当該結果を還元する専用帳票はありません。 

ただし、掛金対象月の翌月１０日頃よりＮＲＫから送付する「掛金のお知らせ（異動者別明細）（ＩＤ 

LPBC0007」もしくは「掛金のお知らせ（異動者別明細）＜加入者掛金導入企業用＞ （ ＩＤ 

LPBC0025）」にて、対象年月に所属企業変更を行い転籍した人または転入を行った人が記載されます

ので、必ず確認してください。 

 

異動事由 掛金のお知らせ（異動者別明細）の表示 

転入（新所属企業） 異動の対象年月に「拠出中」と表示されます。 

（例えば、６月１日が企業間異動日の場合、６月対象の掛金のお知らせが「拠出中」

と表示されます。） 

転出（旧所属企業） 異動の対象年月に、「加入者資格喪失」と表示されます。 

（例えば、６月１日が企業間異動日の場合、６月対象の掛金のお知らせが「加入者

資格喪失」と表示されます。） 

 

 

・ 所属企業変更処理は、新所属企業で手続きをお願いします。 

・ 退職手当制度からの分割移換中の加入者の所属企業変更を行う場合は、制度上、企業間異動が行

われる前までに、制度移換金の残額（未入金分）を一括して入金しなければなりません。（実際の手

続きについては、「第Ⅲ章 ５．分割移換途中の資格喪失、所属企業変更（プラン内企業間異動）」を

参照してください。）異動前の企業で退職手当制度からの移換がある場合、旧所属企業にて残額を

一括して入金する登録が終了していないと、新所属企業で、所属企業変更（プラン内企業間異動）の

手続きが行えません。 

旧所属企業が、制度移換金の通知をするのと同時か通知後に、新所属企業は、所属企業変更（プラ

ン内企業間異動）を行う必要があります。 

・ 前々月以前の企業間異動日を入力することはできません。 

・ 掛金については月末時点で所属している事業主が拠出します。 

・ 企業間異動日は、後から変更することができません。間違いのないよう入力してください。 

・ 処理期限に間に合わなかった場合、旧所属企業と新所属企業の両方の拠出金に大きく影響が生じ

る場合がありますので、必ず弊社まで連絡してください。 

 

 

注意 
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（５）掛金の修正について 

ＮＲＫが「掛金のお知らせ」を作成した後に、掛金対象年月と同じ月で所属企業変更を行う場合は、掛

金の修正対応を行う必要があります。この場合、旧所属企業でも、新所属企業でも掛金の修正を行う必

要があります。 

ただし、事態判明の時期・事態内容によっては、修正手続きが間に合わない場合もありますので、ご了

承ください。掛金の修正が発生した場合は、必ず確定拠出年金管理部事務担当者まで連絡してくださ

い。 

掛金の修正方法については、「第Ⅴ章  掛金」に記載していますので、参照のうえ手続きしてください。 

 

 

所属企業変更の登録を行った後、送信締切時間（毎営業日１７時）までに内容の誤りが判明した場合

は、データ送信状況照会から取消ししてください。（詳細は「第Ⅱ章 ５－６．データ送信状況照会」を参照

してください。）取消しできるのは、ステータスが「ＮＲＫ受付待ち」となっている場合です。 

（ステータスが「ＮＲＫ受付済み」となっている場合は取消しできません。） 

加入者業務画面に「加入者所属企業変更通知」がありますが、原則使用できません。 

注意 
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退職等により、加入者が確定拠出年金の加入者資格を喪失した場合の処理について説明します。また、加

入者の資格喪失手続きは、当月の拠出の有無の特定や、制度移換、移換手続きなど、他の手続きにも影響

することが多いので、注意してください。 

また、事業主は、加入者資格を喪失した加入者に対して、個人別管理資産の移換に関する説明を行う義

務があります。 

 

（1）概要 

①資格喪失事由 

企業型確定拠出年金の加入者が資格を喪失するのは次のケースです。 

ａ．退職したとき（死亡及び６０歳到達（規約により６０歳以上の年齢が定められているときは当該年齢）によ

る退職を除く） 

ｂ．使用される事業所が確定拠出年金の実施事業所でなくなったとき 

ｃ．被用者年金被保険者でなくなったとき 

ｄ．同時に２つの企業型年金加入者になる資格があり、他の企業型年金を選択したとき 

ｅ．規約に定められる加入者資格を喪失したとき（役員就任等はこれに該当） 

ｆ．死亡したとき 

ｇ．６０歳に達したとき（規約により６０歳以上の年齢が定められているときは当該年齢） 

※ａ．～ｆ．のケースでは、上記事由に該当するに至った日の翌日に加入者の資格を喪失します。 

ｇ．のケースは満６０歳または当該年齢に至った日に加入者の資格を喪失します。 

（民法上、６０歳の誕生日の前日に満６０歳に到達しますので、６０歳の誕生日の前日に加入者資

格を喪失します。） 

 

②資格喪失日と掛金の関係 

資格喪失者には資格喪失した日の属する月の前月分までの掛金が拠出されます。 

 

【例１】退職日と資格喪失日・掛金の有無             【例２】６０歳の誕生日と資格喪失日・掛金の有無  

 退職日が月中 退職日が月末   誕生日が１日 誕生日が月中 

退職日 ７月３０日 ７月３１日 誕生日 ８月１日 ８月２日 

資格喪失日 ７月３１日 ８月１日  資格喪失日 ７月３１日 ８月１日 

掛金拠出 ７ 月 度 掛 金 拠

出なし 

 

７月度掛金拠

出あり 

（８月入金分） 

掛金拠出 ７月度掛金拠出

なし 

７月度掛金拠出あ

り 

（８月入金分） 

 

資格喪失日を誤って通知すると、不要な掛金エラーや掛金の返戻処理が発生することがありますので、

十分注意してください。 

 

 第Ⅳ章  ２－９．  資格喪失 
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「資格喪失日を遡って登録する場合」について 

例えば６月２６日に「４月１５日資格喪失日」の遡った日付で資格喪失処理を行う場合（既に、４月度

掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）の拠出による入金が終わっているものとします。）、４月

度掛金（５月入金分）と５月度掛金（６月入金分）が事業主へ返戻されることになりますので、注意してく

ださい。（一度返戻されてしまうと、後から追加拠出することができないため、返戻が伴う処理を行う場

合は、十分注意してください。） 

詳細については、下記の図を参照してください。

資格喪失日
4/15

既に4月掛金（5月入金分）と
5月掛金（6月入金）は拠出済み

7月

※２ヶ月分の掛金が事業主へ返戻5月掛金（返戻）4月掛金（返戻）

4月 5月 6月

（処理日：6/26）
資格喪失をWEBにて登録

<資格喪失日 4/15>

 

 

 

 

上記図の場合、資格喪失処理を行ったのが６月２６日のため、既に４月度掛金（５月入金分）と５月

度掛金（６月入金分）までは、加入者として登録されているため、拠出済です。しかし、資格喪失日の属

する日の前月までが拠出対象のため、４月１５日の資格喪失日であれば、３月度掛金（４月入金分）ま

でが拠出対象となります。そのため、４月度掛金と５月度掛金が多く支払われていることになりますの

で、２ヶ月分の資産は返戻されることになります。 

 

資格喪失日を遡った年月で登録する場合、掛金返戻等の異例処理が発生することがあります。手

続きには十分注意してください。また少しでも不明な点があれば、確定拠出年金管理部事務担当者ま

で相談してください。 

注意 
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（２）加入者の資格喪失の手続きについて 

資格喪失の手続きには、以下の方法があります。 

①ＮＲＫＷＥＢ事務システム「加入者業務」の「加入者資格喪失通知」を入力 

②ＮＲＫＷＥＢ事務システム「データファイル送信」画面より「加入者資格喪失データ」を送信 

③帳票 「加入者資格喪失通知書 （ＩＤ 20021）」を提出 

 

①は加入者ごとに検索して作業ができるため、処理件数が少ない場合に適しています。 

②は一度の送信で大量の手続きを行うことができるため、処理件数が多い場合に適しています。 

原則、①又は②で登録してください。 

 

※死亡して資格を喪失する場合には、この資格喪失の手続きの他に、遺族が死亡一時金の受取り手続

きを行う必要があります。（詳細については、「第Ⅸ章 ４．死亡一時金の裁定請求」を参照してください。） 

 

 

 

 

 

・加入者が資格喪失年齢に到達して資格喪失した場合について 

  資格喪失年齢到達により資格喪失した際には、ＮＲＫにおいて自動的に資格喪失手続きを行います

ので、資格喪失の手続きを行う必要はありません。 

ただし、資格喪失年齢が複数ある場合は、最高年齢の場合のみ自動的に手続きが行われますので、

最高年齢以外の資格喪失年齢到達については、資格喪失の処理が必要です。 

  ＮＲＫで自動処理手続きを行った後、「資格喪失年齢到達者加入者資格喪失自動処理のお知らせ（ＩＤ

LPBB0028）」が、ＮＲＫより事業主宛に送付されます。事業主は、資格喪失対象者の生年月日等に誤

りがないか確認し、誤りが無ければ、「資格喪失年齢到達者加入者資格喪失自動処理のお知らせ（ＩＤ

LPBB0028）」に届出印を押印の上、「企業型送付状（ＩＤ 40013）」と併せて、弊社に送付してください。

（帳票の送付方法、企業型送付状の記入方法については、「第Ⅰ章 ４．帳票送付～「企業型送付状」

と「記入押印省略通知書」～」を参照してください。）こちらは、届き次第速やかに提出してください。 

また、事業主より、資格喪失年齢到達により資格喪失した方（60 歳以上で退職に伴って資格喪失した

方を含みます。）に対して、「確定拠出年金（ＤＣ年金）老齢給付金請求手続きセット」を配付してくださ

い。また、併せて運用指図者サービスについて説明してください。（詳細については、「第Ⅷ章 運用指

図者に関わる事務」を参照してください。） 

注意 

 

・資格喪失年齢を 60 歳超としている場合の資格喪失の取扱いについて 

資格喪失年齢を 60 歳超としている場合、60 歳以上かつ資格喪失年齢未満での資格喪失については、  

資格喪失事由が「退職」の場合に運用指図者となることができます。 

「退職」以外の資格喪失（加入対象ではない職種に変更する等）の場合、企業型ＤＣの運用指図者と 

はなれず、未移換者となりますので、個人型への移換が必要になります。 

なお、受給資格を満たしている場合、資格喪失日の翌月から起算して 6 ヶ月以内であれば、老齢一時 

金の裁定請求が可能です。 

重要 



第Ⅳ章 ２－９．  資格喪失 

Ⅳ－２－９－４ 

 

（３）処理期限 

 毎月２０日（喪失月の２０日、休日の場合は前営業日）までに処理を行ってください。２０日以降に資格

喪失が発生する場合も、事前把握のうえ、２０日までに手続きをしてください。 

また、２０日までに手続きが間に合わなかった場合は、確定拠出年金管理部事務担当者まで相談して

ください。 

 

（４）ＮＲＫＷＥＢ事務システム「加入者資格喪失通知」画面の入力方法について 

①加入者業務を選択します。 

②加入者業務 業務選択画面の加入者資格喪失通知をクリックします。 

 

 

 

 

 

② クリック 

① 選択 
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③加入者業務（資格喪失） 対象者選択画面で資格喪失対象者の検索条件を入力し表示ボタンをクリック

すると検索結果が表示されます。 

④資格喪失対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③検索条件を入力し「表示」ボタンをクリック 

④選択 
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⑤「加入者資格喪失日」を入力します。 

自己都合等で会社を退職した場合、資格喪失日は退職日の翌日になります。特に、月末退職の場合、資

格喪失日は翌月１日となりますので、十分注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤入力 
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⑥「加入者資格喪失事由」を▼で、喪失に至った事由を選択します。 

※規約に定められた資格喪失年齢到達による加入者資格喪失は自動的に行われます。ただし、規約に定められ

た資格喪失年齢が複数ある場合には、加入者資格喪失は自動的に行われず、お手続きが必要となる場合があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥選択 
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⑦「基礎年金番号」が未登録の場合は、必ず入力を行って下さい。 

⑧事業主返還に該当する場合は、「事業主返還テーブル」の▼で、「ヘンカン」を選択します。 

（規約にて、事業主返還を設定している事業主のみ入力することができます。規約に定めがない場合は、

この欄は表示されません。） 

⑨「制度移換金入金予定」は原則設定しないで下さい。 

⑩すべての入力が完了後「入力は完了しましたか？」はいをクリックします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧規約で設定

している場合

のみ選択 
⑨設定なし 

⑩クリック 

⑦確認 
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ａ．入力項目の内容説明について 

項目 説明 

基礎年金番号 個人ごとに配布される「年金手帳」又は「基礎年金番号通知書」に記入されている１

０桁の番号です。他の確定拠出年金制度に移換手続きする際に本人を特定するた

めの重要な番号となります。登録されていない場合は、必ず入力してください。 

この画面では、既に登録されている基礎年金番号を変更することはできません。 

基礎年金番号を変更する際は、「第Ⅳ章  ３－１．加入者属性変更」を参照してくだ

さい。 

加入者資格喪失日 退職等により、確定拠出年金の加入資格を喪失する日を入力します。退職の場合

は、退職日の翌日が資格喪失日となります。 

加入者資格喪失事由 次ページのｂ．喪失事由についてを参照のうえ、選択してください。 

事業主返還テーブル 事業主返還に該当する場合に、こちらに入力すれば、今まで拠出した事業主掛金

（又は拠出した掛金額よりも個人別管理資産額が下回っている場合はその金額）が

返還されるよう設定することができます。企業型年金規約に事業主返還を定めてい

る場合で、かつ、返還対象となる加入者の場合入力してください。 

ただし、次ページのｂ．喪失事由についての「実施事業所非該当」「資格喪失」「死

亡」に該当する喪失事由の場合は、事業主返還テーブルは設定できません。 

制度移換金入金予定 厚生年金基金、確定給付企業年金等からの制度移換金の入金予定者であり、資

格喪失後にその制度移換金を入金する予定がある場合のみ設定する項目です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加入資格喪失者が、加入者の資格を喪失した日において、障害給付金の受給権者である場合、事業主

返還は出来ませんので、事業主返還テーブルの設定は行わないでください。 

注意 
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ｂ．「喪失事由」について 

加入者ごとに資格喪失の事由を下記事由から選択し、登録をしてください。 

事由 内容 資格喪失日 

加入者資格喪失 

（他年金規約選択） 

他に確定拠出年金の加入者資格を有し、その確定拠出

年金の加入者になることを選択したとき 

他制度への加入日 

加入者資格喪失 

（被保険者等非該当） 

厚生年金保険の被保険者でなくなったとき 被保険者でなくなった

日の翌日 

加入者資格喪失 

（実施事業所非該当） 

事業主が確定拠出年金の実施事業所でなくなったとき 

（事業所削除、規約停止等） 

実施事業所でなくなっ

た日の翌日 

加入者資格喪失 

（資格喪失） 

規約で加入者の資格を限定している場合、加入できる者

の範囲外に該当したとき 

（例えば、役員を加入対象外としている場合、加入者であ

る者が、役員に就任することにより資格喪失する場合。） 

該当した日の翌日 

（役員となった日＝退

職日の場合は、「退職

日」） 

加入者資格喪失 

（退職） 

死亡退職以外で退職したとき 退職日の翌日 

加入者資格喪失 

（年齢到達） 

規約で定める資格喪失年齢に達したとき 資格喪失年齢の誕生

日の前日 

加入者資格喪失 

（死亡） 

加入者が死亡したとき 死亡日の翌日 

 
 

「事業主返還テーブル」について 

勤続年数が３年未満であり、かつ企業型年金規約に定め、その事由に該当する場合は、事業主が拠

出した事業主掛金額、又は拠出した掛金額よりも個人別管理資産額が下回っている場合はその金額

（※）が、事業主に返還されます。 

※マッチング拠出を導入している企業では、返還対象者の資産が掛金累計額を下回っている場

合、事業主掛金額と加入者掛金額との按分計算により事業主返還額を算出します。 

該当者であっても、「事業主返還テーブル」を登録しない限り、事業主返還手続きは行われませんの

で、事業主返還対象者の資格喪失手続きを行う際は、必ず入力してください。 

資格喪失手続き時に登録を失念した場合、後から事業主返還テーブルを再登録しようとしても、でき

ない場合もあります。（他の確定拠出年金制度への移換手続きが完了している場合等） 

その場合、事業主へ資産を返還できなくなりますので、資格喪失時に必ず入力してください。 

企業型年金規約に事業主返還の定めのない事業主の画面には、このタブは表示されません。 

なお、事業主への資産の返還の時期は、加入者が移換手続きを行い、資産が売却された日の、翌月

第５営業日となります。 

※加入者が資格喪失後６ヶ月間移換の手続きを行わなかった場合、事業主への返還時期は自動移

換の際の資産処分後となり、資格喪失月から９ヶ月後の第５営業日となります。 

なお、事業主へは月次（毎月第１営業日作成）で「事業主返還のお知らせ（ID LPBE0019）」により事前

に明細を連絡します。 

注意 
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※ 複数の喪失事由に該当する場合の資格喪失日については確定拠出年金管理部事務担当者まで確

認してください。 
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⑪加入者業務（資格喪失）内容確認で入力した喪失内容を確認します。 

 （変更後の部分をご確認下さい） 

⑫入力した喪失内容が正しければ「上記内容で送信しますか？」はいをクリックします。 

⑬入力した喪失内容に誤りがあった場合は戻るをクリックします。 

 喪失内容入力画面へ戻りますので修正後⑩⑪の手順をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪確認 

⑫クリック 

⑬修正があれば

クリック 
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⑭⑫ではいを選択すると加入者業務（資格喪失）送信完了画面が表示されます。 

 

 

（５）ＮＲＫＷＥＢ事務システム「データファイル送信」画面の「加入者資格喪失データ」より送信する方法 

について 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より手続きを行う場合、所定のＥｘｃｅｌファイルフ

ォーマットにデータを作成し、ＣＳＶに変換して送信をします。Ｅｘｃｅｌファイルフォーマットが必要な場合

は、確定拠出年金管理部事務担当者まで問い合せてください。また、送信手続きについては、「第Ⅱ

章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

 （６）還元帳票について 

ＮＲＫで資格喪失の処理が完了すると、その手続き結果について、ＮＲＫから加入者宛に、「確定拠出

年金の加入者資格喪失のお知らせ（ＩＤ LPBE0006）」が普通郵便で送付されます。（ただし、「死亡の

場合」と、「６０歳以上の退職による場合」は、作成対象となりません。）こちらには、運営管理機関登録

番号など、その後の手続きに必要となる情報が記載されていますので、加入者に大切に保管するよう

に説明してください。 

        「確定拠出年金の加入者資格喪失のお知らせ（ＩＤ LPBE0006）」の作成は、資格喪失日の翌月第３

営業日です。（ただし、月次で作成しますので、資格喪失手続きのタイミングによって翌々月の作成と

なることもありますので、注意してください。）なお、お知らせがなくても、資格喪失手続きが完了してい

れば、加入者の移換手続きは可能です。 
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・「同月得喪」をした場合の手続き 

加入をした同じ月に加入者資格を喪失した場合は、取得した日に遡って加入者でなかったものとみ

なされます。これを、「同月得喪」といいます。 

同月得喪の場合には、そもそも制度に加入していなかったものとして扱われます。 

また、この場合には、加入取消の手続きが必要になりますので、「第Ⅵ章 ２－１．加入取消」を参照

してください。 

 

・資格喪失後の住所変更 

  資格喪失した後に、登録住所に変更がある場合には、資格喪失の手続きとあわせて住所変更の手

続きを行ってください。（手続き方法については、「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してくださ

い。）「確定拠出年金の加入者資格喪失のお知らせ（ＩＤ LPBE0006）」も変更後住所に送付します。 

なお、資格喪失の手続きを帳票「加入者資格喪失通知書（ＩＤ 20021）」で行う場合は、変更後住所欄

に記入をしてください。 

 

・加入者が役員になることによって、加入者資格を喪失した場合 

    この場合も、（２）加入者の資格喪失手続きについての①～③と同様の方法で手続きを行う必要

があります。資格喪失後の手続きについては、以下の資料をご参照ください。 

「役員ご就任の際の確定拠出年金のお手続きについて」 

https://www.smtb.jp/business/dc/DCmail/jimunews/kojingata_merit.pdf 

 

 

実際の手続きは、「退職後の確定拠出年金のお手続きのご案内（60 歳未満でご退職された皆さ

まへ）」を参照してください。なお、このケースで個人型確定拠出年金加入者になる場合には、事業

主も手続き（事業所登録）が必要となります。個人型確定拠出年金受付金融機関の指示に従って手

続きをしてください。 

 

注意 
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（７）加入者資格喪失と制度移換金に関する手続き 

加入者資格を喪失した方について、厚生年金基金等からの移換が完了していないケースがあります。

このように加入者資格喪失者に制度移換にかかる未移換金がある場合は、ＮＲＫＷＥＢ事務システム

「加入者情報」画面で資格喪失手続きをする際に、「制度移換金入金予定」の▼で、「解散厚生年金基

金等からの移換」を選択してください。これによって加入者の資産をプランに留め置き、移換手続きのも

れを防ぐことができます。これに該当する資格喪失者がいる場合は、弊社まで連絡してください。 

※退職手当制度からの分割移換の途中（初回制度移換登録後）での資格喪失の場合は、上記登録は

不要です。 

 

①注意事項 

ａ．退職者が他の確定拠出年金制度に加入する場合、この制度移換金の入金が終わるまで資産の移換

ができません。（個人型の場合、制度移換金の入金が終わるまで加入もできません） 

ｂ．年金の受給資格を得たことをお知らせする帳票「年金計画作成のお知らせ（ＩＤ LPBX0004）」は、制

度移換金入金日の翌月第５営業日に自動作成されます。 

ｃ．受給資格取得後に裁定請求書を提出した場合でも、制度移換金の入金が終わるまで給付ができませ

ん。また年金給付を受ける場合は、制度移換金入金後に再度裁定請求していただくことになります。 

※裁定請求書は制度移換金登録後もしくは制度移換金登録書類と同時にご提出ください。 

ｄ．資格喪失年齢到達により資格喪失した際には、通常ＮＲＫにおいて自動的に資格喪失手続きを行い

ますが、資格喪失後に移換金入金予定がある方の場合は、（２）加入者の資格喪失手続きについての

②または③の方法で資格喪失手続きを行ってください。制度移換金入金予定の有無を通知する必要

があります。 

これに該当する資格喪失者がいる場合は、弊社まで連絡してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資格喪失者が制度移換金の分割移換中、または移換前の場合 

退職手当制度からの分割移換中あるいは初回の移換の前に加入者資格を喪失した方（６０歳到達時の再

雇用等による資格喪失も含む）については、資格喪失日の属する月の翌月末日（※）までに残額を一括し

て移換する必要があります。 

資格喪失の処理と合わせて、制度移換金一括入金処理も、必ず手続きを行うようにしてください。 

※ 制度移換金の入金は毎月１回のみとなっていますので、他に定例移換等がある場合には必ず同じ入

金日で登録してください。 

手続きについては、「第Ⅲ章 ５．分割移換途中の資格喪失、所属企業変更（プラン内企業間異動）」また

は「第Ⅲ章 ６．初回制度移換金入金前の加入者資格喪失」を参照してください。 

 

注意 
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（８）加入者資格喪失後に行う手続き（他の確定拠出年金への移換、脱退一時金の請求） 

①他の確定拠出年金制度への移換 

加入者は資格喪失すると、これまで積み立ててきた資産を、他の確定拠出年金制度へ移換することが必

要になります。 

事業主は、６０歳未満の退職、あるいは６０歳以上かつ資格喪失年齢未満で退職を伴わず加入者資格を

喪失した加入者に対して、他の確定拠出年金制度への移換に関して以下の項目を説明する義務があり

ます。 

 

ａ．移換の手続き 

資格喪失した日の属する月の翌月から起算して６ヶ月以内に他の確定拠出年金制度への移換手続

きをしなければならないこと。 

ｂ．自動移換 

上記 a．の手続きを行わない場合、自動的に資産は売却、現金化され、国民年金基金連合会に移

換されてしまうこと。 

ｃ．手数料 

国民年金基金連合会へ自動移換された場合、特定運営管理機関の事務手数料がかかること。 

・自動移換時手数料･･･４,３４８円（税込） 

・再移換時の特定運営管理機関手数料･･･１,１００円（税込）  ・毎月の管理手数料･･･５２円（税込） 

ｄ．自動移換による制約 

国民年金基金連合会へ自動移換された場合、年金資産の運用が制約され、十分な年金額を確保

できなくなる恐れがあること。 

 

資格喪失者への説明にあたって、「退職後の確定拠出年金のお手続きのご案内（60 歳未満

でご退職された皆さまへ）」に上記の説明がありますので活用してください。 

 

②脱退一時金の請求 

例外として、一定の条件を満たしている場合に限り、企業型確定拠出年金制度において脱退一時金を請

求することが出来ます。 

 

＜加入していた企業型確定拠出年金から脱退一時金を請求する場合の支給要件＞ 

a．資産額が１５，０００円以下であること 

b．企業型加入者資格喪失日の翌月から６ヶ月を経過しておらず、他の企業型確定拠出年金または、個

人型確定拠出年金へ移換の手続きをしていないこと（いわゆる未移換者の状態であること） 

 

実際の手続き方法については、「第Ⅸ章 ５．脱退一時金の裁定請求」を参照してください。 
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（９）厚生年金の被保険者資格得喪を伴う場合の手続き 

  厚生年金の被保険者資格得喪を行う場合は、確定拠出年金でも加入者資格得喪を届け出る必要がありま

す。手続き方法については、「第Ⅳ章 ２－１．加入」をご参照ください。 



第Ⅳ章 ２－１０． 退職所得控除該当通知 

Ⅳ－２－１０－１ 

 

 

加入者等（加入者、運用指図者及び未移換者）が、下記の制度から退職手当等の支払を受けた場合、事

業主は退職所得控除額、退職手当等の種類、勤続期間等の通知を行う必要があるため、その手続きについ

て説明します。 

 

（１）対象となる年金・退職金制度について 

加入者等が以下に挙げる制度から退職手当等の支払を受けた場合に、事業主から退職所得控除額

等を通知します。４６歳以上の加入者等に限り提出が必要です。 

 

【通知の対象となる制度】 

厚生年金基金 石炭鉱業年金基金 中小企業退職金共済 

特定退職金共済 私立学校教職員共済 社会福祉施設職員等退職手当

共済 

外国の法令に基づく保険または

共済 

退職手当制度 確定給付企業年金 

【基金型】 

確定給付企業年金 

【規約型】 

小規模企業共済  

※注意を参照 

農林漁業団体職員共済 

 第Ⅳ章  ２－１０． 退職所得控除該当通知 
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Ⅳ－２－１０－２ 

（２）上記制度から退職手当等の支払を受けた場合の手続き方法について 

①ＮＲＫＷＥＢ事務による手続き方法 

a.  ＷＥＢ画面入力 

ア．加入者業務を選択し、 異動手続き選択 退職所得控除該当通知 をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．対象者選択画面で変更の対象者を検索・選択します。 
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Ⅳ－２－１０－３ 

ウ．内容入力画面で、退職所得の源泉徴収票（特別徴収票）の内容に基づいて該当項目を 

入力し、入力完了のはいをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ．内容確認画面で入力内容に間違いがないことを確認の上、はいをクリックし入力内容を 

送信します。 

オ．ステータスが「ＮＲＫ受付待ち」であることを確認し、データ送信の完了確認をします。 
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Ⅳ－２－１０－４ 

b.  データファイル送信 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より手続きを行う場合、所定のＥｘｃｅｌファイル

フォーマットでデータを作成し、ＣＳＶに変換して送信をします。Ｅｘｃｅファイルフォーマットが必要な

場合は、確定拠出年金管理部事務担当者まで連絡してください。また、送信手続きについては、「第

Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

 

②「退職所得控除該当通知書」による手続き方法 

 

加入者等が退職手当等の支払を受けたときは、速やかに下記

帳票を記入・押印します。 

 

 

記入後、「企業型送付状（ＩＤ 40028）」を添付のうえ、弊社宛に

送付します。（帳票の送付方法については、「第Ⅰ章 ４．帳票

送付～「企業型送付状」～を参照してください。） 

 

弊社にて所定の確認のうえ、ＮＲＫへ送付します。 

 

 

 

ＮＲＫにて登録手続きを行います。 

 

 

 

 

 

 

帳    票 

「退職所得控除該当通知書」(ID 20049) 

還  元  帳  票 

なし 

＜１．事業主＞ 

必要事項を記入し送付 

＜２．弊社＞ 

確認及び送付 

＜３．ＮＲＫ＞ 

手続き 

 

小規模企業共済より退職手当等の支払を受けた場合は、「退職所得控除該当届（小規模企業共済契約

者用）（ID 20050」」の提出が必要になります。 

注意 
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Ⅳ－２－１０－５ 

帳票見本 退職所得控除該当通知書（ID 20049） 

・・・赤太枠内に記入・押印します。 

● 太枠内をご記入ください。 ● 選択肢のある項目については、該当する選択肢左の空欄にＶをご記入ください。

● ★のある項目は必ずご記入ください。

★

御中

プラン番号★ プラン名★

企業コード★ 企業名★

★

加入者番号★(注1)

★

従業員番号★(注2)

（姓） （名）

１．上記加入者等に対し、退職手当等（所得税法第30条第1項に規定する退職手当等をいい、同法第31条において退職手当等

　　とみなす一時金を含む）の支払いが、以下のとおり行なわれました。

　　よって、確定拠出年金法施行規則第11条第10項の規定により通知します。

（該当の退職手当等についての退職所得の源泉徴収票(特別徴収票）の内容に基づいて記入ください）
▽0604 ★※(注3) ★※ 万円

★※ 年 ★ ★

★ 百万 千 円 ★ 百万 千 円

★ 百万 千 円 ★ 百万 千 円

(注3)  退職手当等の種類に応じ、所得税基本通達36-10（退職所得の収入すべき金額の収入すべき時期）による日を記入してください。

２．該当する退職手当等の種類は、以下のとおりです。

（該当する退職手当等の種類にＶをつけてください）

０３：厚生年金基金における一時金

０４：石炭鉱業年金基金における一時金

０５：適格退職年金における一時金

０６：中小企業退職金共済における一時金

０７：特定退職金共済における一時金

０９：私立学校教職員共済における一時金

１０：農林漁業団体職員共済における一時金

１１：社会福祉施設職員等退職手当共済における一時金

１２：外国の法令等に基づく保険または共済における一時金

１３：退職給与制度における一時金

１４：確定給付企業年金（基金型）における一時金

１５：確定給付企業年金（規約型）における一時金

ＮＲＫネットワーク特記欄 運営管理機関特記欄 企業特記欄

ＮＲＫネットワーク使用欄 運営管理機関使用欄 企業使用欄

企業→運営管理機関→ＮＲＫネットワーク 保存期間 ５年 20049⑥06.01

道 府 県 民
税 額

市 町 村 民
税 額

×
退職年月日
（ 西 暦 ）

0 0

日月

× ×

20××

× ×

年

× ×

退職手当等の種類★ ※

× ×

0支 払 金 額
源 泉 徴 収
税 額0 00

勤 続 年 数

×

××

日２０××

×年 ×19×× 月 × 日
就職年月日
（ 西 暦 ）

年 × 月 × ×

加 入 者 等
氏 名 ★

1

年金 太郎

×
支払年月日
（ 西 暦 ）

退 職 所 得
控 除 額

〇〇確定拠出年金プラン5

★

1 2 3 4 6

×
通 知 年 月 日
( 西 暦 )

通 知 者
所 在 地

1

年

退職所得控除該当通知書

運 営 管 理
機 関 名 住友信託銀行株式会社

● 訂正がある時は朱書きにて該当部を二本線で抹消し、正しい内容をご記入ください。
    その際、※の項目は訂正印を押してください。

月 × 日２０ ××

確定拠出年金20049

2 0 0 0
(注1) 加入者番号省略可を企業登録で選択してい

ない場合、加入者番号(必ず10桁)をご記入く
ださい。

東京都千代田区丸の内△ー△ー△

(注2) 加入者番号省略可を企業登録で選択してい
る場合、従業員番号（左詰で企業一律の桁
数）をご記入ください。

ネンキン　タロウフリガナ

通 知 者
名 称

52 3 4

0

××××株式会社

××××株式会社0 0

印印

レ 

通知権限者の部門の所在地、社名、

役職者名を記入し、届出印を押印 

してください。 

プラン番号・プラン名・企業コード・

企業名を記入してください。 

源泉徴収票（特別徴収票）の内容に基づき、

記入してください。 

該当する制度の欄をチェックしてください。 

該当する制度ごとに、各１枚作成してください。 

総務部〇〇 

三井住友信託銀行株式会社 



第Ⅳ章 ２－１０． 退職所得控除該当通知 

 

Ⅳ－２－１０－６ 

帳票見本 退職所得控除該当届（小規模企業共済契約者用）（ID 20050） 

         ・・・赤太枠内に記入・押印します。 

 

 

● 太枠内をご記入ください。

● ★のある項目は必ずご記入ください。

★

御中

プラン番号★ プラン名★

企業コード★ 企業名★

〒 －

郡

フリガナ

１．私は、以下のとおり、小規模企業共済制度の共済金又は解約手当金の支給を受けました。

　　よって、確定拠出年金法施行規則第13条第3項の規定により申出を行います。

（該当の退職手当等についての退職所得の源泉徴収票(特別徴収票）の内容に基づいて記入ください）
▽0604 ★※(注3) ★※ 万円

★※ 年 ★ ★

★ 百万 千 円 ★ 百万 千 円

★ 百万 千 円 ★ 百万 千 円

(注3)  退職手当等の種類に応じ、所得税基本通達36-10（退職所得の収入すべき金額の収入すべき時期）による日を記入してください。

ＮＲＫネットワーク特記欄 運営管理機関特記欄 企業特記欄

ＮＲＫネットワーク使用欄 運営管理機関使用欄 企業使用欄

企業→運営管理機関→ＮＲＫネットワーク 保存期間 10年 20050③03.01

(注1) 加入者番号省略可を企業登録で選択してい
ない場合、加入者番号(必ず10桁)をご記入く
ださい。

(注2) 加入者番号省略可を企業登録で選択してい
る場合、従業員番号（左詰で企業一律の桁
数）をご記入ください。

都道
府県

千代田区東京

ネンキン                          タロウ

丸の内△ｰ△ｰ△

市 町 村 民
税 額 × × × ×

道 府 県 民
税 額

×× 日 月年

××××株式会社

20××
退職年月日
（ 西 暦 ）

× ×

× 日
勤 続 年 数

×

×

0 0

×19×× 月

支 払 金 額

就職年月日
（ 西 暦 ）

0 0 0
源 泉 徴 収
税 額

×

× ×0

年

月 × 日２０××

2 3 4

×

5

退 職 所 得
控 除 額年 ×

加 入 者 等 名
★

×
支払年月日
（ 西 暦 ）

1

加 入 者 等
住 所

★

61 2 3 4 〇〇確定拠出年金プラン

0

× 日２０ ×× 年 ×★

5

確定拠出年金20050

申 出 年 月 日
( 西 暦 )

運 営 管 理
機 関 名 住友信託銀行株式会社

退職所得控除該当届（小規模企業共済契約者用）

月

● 訂正がある時は朱書きにて該当部を二本線で抹消し、正しい内容をご記入ください。
    その際、※の項目は訂正印を押してください。

0

太郎
(名)

市区
町村

年金

トウキョウトチヨダクマルノウチ△ｰ△ｰ△フリガナ

1 0 0

(姓)

2

加入者番号★(注1)

従業員番号★(注2)

0 0

印

貴社のプラン番号・プラン名・企業

コード・企業名を記入してください。 

源泉徴収票（特別徴収票）の内容に基づき、

記入してください。 

加入者本人の朱肉印を押印してください。 

認印でも可です。 

三井住友信託銀行株式会社 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－１ 

 

 

加入者等の氏名や住所等を変更する手続きについて説明します。 

 

（１）氏名や住所等の変更の手続きについて 

加入者等の住所や氏名等を変更する手続きには、以下の方法があります。 

①ＮＲＫＷＥＢ事務システム「加入者業務」の「加入者属性変更通知」を入力 

②ＮＲＫＷＥＢ事務システム「データファイル送信」画面より「加入者属性変更データ」を送信 

③以下のいずれかの帳票を提出 

・ 「個人記録汎用変更依頼書 （ＩＤ 20092）」 

・ 「加入者（従業員）住所変更依頼書 （ＩＤ 20093）」 

・ 「加入者諸変更通知書 （ＩＤ 20041）」 

・ 「運用指図者諸変更届 （ＩＤ 20042）」 

 

①は加入者ごとに検索して作業ができるため、処理件数が少ない場合に適しています。 

②は、一度の送信で大量の手続きを行うことができるため、処理件数が多い場合に適しています。 

原則、①又は②で登録をしてください。 

①～③で具体的に変更出来る項目については、次ページの表を参照してください。 

 

 

 第Ⅳ章  ３－１． 加入者属性変更 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－２ 

 

 ＮＲＫＷＥＢ事務システムでの

手続き 

帳票での手続き 

事業主による帳票記入 加入者による帳

票記入 

（※１） 

「加入者業務

（属性変更）」

画面 

データファイ

ル送信 

個人記録汎用

変更依頼書 

（ＩＤ 20092） 

加入者（従業

員）住所変更

依頼書 

（ＩＤ 20093） 

加入者諸変更

通知書 

（ＩＤ 20041） 

氏名カナ ○ ○ ○ × ○ 

氏名漢字 ○ ○ ○ × ○ 

郵便番号 ○ ○ ○ ○ ○ 

住所カナ ○ ○ ○ ○ ○ 

住所漢字 ○ ○ ○ ○ ○ 

連 絡 先 電 話 番 号 ・

FAX 番号 

○ ○ ○ ○ ○ 

基礎年金番号 ○ ○ ○ × △ 

従業員番号 ○ ○ ○ × △ 

所属部門コード ○ ○ ○ × △ 

勤 務 先 電 話 番 号 ・

FAX 番号 

○ ○ ○ × △ 

死亡一時金受取人 × × × × ○ 

性別 ○（※２） × ○ × × 

生年月日 ○（※２） × ○ × × 

入社年月日 ○（※２） × ○ × × 

 

※１  「加入者諸変更通知書（ＩＤ 20041）」は、一部事業主が記入する箇所もあります。 

（「△」となっている箇所） 

※２  ＮＲＫＷＥＢ事務システムで、性別、生年月日、入社年月日の変更を行う手続き方法について

は、「第Ⅵ章 ２－７．属性訂正」を参照してください。 

 

「×」の箇所は、登録できません。 

 

死亡一時金受取人の変更は「加入者諸変更通知書（ＩＤ 20041）」でのみ手続きが可能です。 

 

 

 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－３ 

（２）処理期限 

原則として、変更事態発生の都度、速やかに手続きを行ってください。ただし、当月２０日を過ぎて弊社

に到着した場合は、当月末基準で作成される各種郵便物等への反映が間に合わないことがありますの

でご了承ください。 

特に、「確定拠出年金・残高のお知らせ」に反映させるためには、作成基準月の当月の２０日（休日の

場合、前営業日）までに必ず手続きを行ってください。（「第Ⅳ章 １．月間スケジュール」を参照してくだ

さい。） 

 

（３）ＮＲＫＷＥＢ事務システム「加入者業務」画面の入力方法について 

①加入者業務を選択します。 

②加入者業務 業務選択画面の加入者属性変更通知をクリックします。 

 

 

 

 

② クリック 

① 選択 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－４ 

 

③加入者業務（属性変更） 対象者選択画面で加入者属性変更対象者の検索条件を入力し表示ボタンをク

リックすると検索結果が表示されます。 

④加入者状況を確認してください。加入者状況が「加入者」、「運用指図者」、「未移換者」、「死亡者」、「未

加入者」の場合、処理できます。 

⑤加入者属性変更対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 検索条件を入力し「表示」ボタンをクリック 

⑤選択 

 

④確認 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－５ 

 

⑥変更したい項目に、変更後内容を入力します。 

⑦すべての入力が完了後「入力は完了しましたか？」はいをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑥変更したい項目に変更内容を入力 

⑦クリック 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－６ 

✍入力形式について 

項目 入力方法 留意点 

氏名カナ 半角  

氏名漢字 全角 ＪＩＳ第１水準またはＪＩＳ第２水準の漢字を入力してください。 

郵便番号 半角数字 ハイフン（―）は不要です。 

住所カナ 半角  

住所漢字 全角 ＪＩＳ第１水準またはＪＩＳ第２水準の漢字を入力してください。 

ローマ数字（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ・・・）は使用できません。 

電話番号 半角数字  

FAX 番号 半角数字   

基礎年金番号 半角数字 必ず１０桁で入力してください。 

従業員番号 半角英数字 番号の頭が０（ゼロ）の場合は、必ず０も入力してください 

１０桁以内で入力してください。 

所属部門コード 半角英数字  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加入者業務画面から手続きをする場合、既に登録されている項目をブランクに修正することはでき

ません。（例えば、FAX 番号を最初に登録している場合、他の番号に修正することはできますが、登

録そのものを抹消することはできません。） 

ブランクに修正をする場合は、「データファイル送信」による手続き（第Ⅱ章 ５－５．データファイル

送信を参照してください。）か、帳票で手続きを行ってください。 

 

注意 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－７ 

 

⑧ 住所変更する場合、郵便番号を入力し、住所検索をクリックすると、その郵便番号に該当する住所が自

動表示されます。郵便番号に該当する住所が複数存在する場合は、下記画面が表示されますので、登

録する住所を選択してください。 

 

 

 

⑧クリック 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 登録する住所をクリック 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－９ 

⑨加入者業務（属性変更）内容確認で入力した変更内容を確認します。 

⑩入力した変更内容が正しければ「上記内容で送信しますか？」はいをクリックします。 

⑪入力した変更内容に誤りがあった場合は戻るをクリックします。 

 変更内容入力画面へ戻りますので修正後⑧⑨の手順をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

画面右側の「変更後」では、今回変更登録を行った項目のみ表示されます。 

注意 

 

⑨確認 
⑩クリック 

⑪修正があれば

クリック 



第Ⅳ章 ３－１． 加入者属性変更 

Ⅳ－３－１－１０ 

⑫⑩ではいを選択すると加入者業務（属性変更）送信完了画面が表示されます。 

 

（４）ＮＲＫＷＥＢ事務システム「データファイル送信」画面の「加入者属性変更データ」より送信する方法につい

て 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より手続きを行う場合、所定のＥｘｃｅｌファイルフ

ォーマットでデータを作成し、CSV に変換して送信をします。Ｅｘｃｅｌファイルフォーマットが必要な場合

は、確定拠出年金管理部事務担当者まで連絡してください。また、送信手続きについては、「第Ⅱ章 ５

－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

  
 

氏名や住所の変更手続きを行い、ＮＲＫで処理が完了しても、還元帳票はありません。そのため、加入者

等には、三井住友信託確定拠出年金ネットサービスで変更確認するよう案内してください。 

注意 



第Ⅳ章  ３－２．加入者等ユーザーＩＤ再発行 

Ⅳ－３－２－１ 

 

 

「三井住友信託確定拠出年金ネットサービス」や「ＮＲＫＷｅｂ」へログインする場合に、ユーザーID と暗証番

号が必要になります。加入登録が行われた後、「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」が加入者宛に送付さ

れ、これに初期のユーザーID と暗証番号が記載されています。 

なお、加入者等が「三井住友信託確定拠出年金ネットサービス」や「ＮＲＫＷｅｂ」にログインする際、５回連

続で暗証番号を誤って入力すると、使用不能となります。 

ここでは、加入者等がユーザーID や暗証番号を失念した場合や、使用不能となった場合の、ユーザーID と

暗証番号を再発行する手続きについて説明します。 

※ユーザーID、暗証番号のどちらか片方だけを忘れた場合であっても、ユーザーID と暗証番号の両方

が再発行され、両方新しいものに変更されます。 

 

加入者等は、自身のユーザーID や暗証番号を使って、以下のサービスを受ける事が可能です。 

・三井住友信託確定拠出年金ネットサービス 

加入者が資産状況の確認や運用シミュレーション等を行うことができます。 

（三井住友信託ライフガイドから三井住友信託確定拠出年金ネットサービスにログインすることができ

ます。） 

URL：https://lifeguide.smtb.jp/ 

 

・ＮＲＫＷｅｂ 

加入者が運用割合の変更や運用商品の預替を行うことができます。 

（三井住友信託確定拠出年金ネットサービスでは、運用シミュレーション等を行うことはできますが、運

用割合の変更や、商品の預替を行うことはできません。実際に手続きを行う場合には、ＮＲＫＷｅｂへ

ログインし、手続きを行ってください。三井住友信託確定拠出年金ネットサービスから、ＮＲＫＷｅｂへロ

グインすることができます。） 

以下のＵＲＬより、直接ＮＲＫ Ｗｅｂにログインすることができます。 

URL：https://www.nrkn.co.jp/rk/login.html 

 

（１）ＮＲＫユーザーＩＤ再発行の手続きについて 

ＮＲＫユーザーＩＤと暗証番号の再発行手続きには、以下の方法があります。 

①ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「加入者業務」の「加入者ユーザーＩＤ再発行」を入力 

②ＮＲＫＷＥＢ事務システム 「データファイル送信」画面より「加入者ユーザーＩＤ再発行データ」を送信 

③「三井住友信託確定拠出年金コールサービス」あるいは、「Ｗｅｂ（ライフガイド、ＮＲＫＷｅｂ）」での、本人に

よる手続き 

④帳票 「加入者等ユーザーＩＤ・暗証番号再発行依頼書 （ＩＤ 20071）」を提出 

 

①は加入者ごとに検索して作業ができるため、処理件数が少ない場合に適しています。 

②は一度の送信で大量の手続きを行うことができるため、処理件数が多い場合に適しています。 

原則、③により、本人に手続きいただくか、①又は②で登録してください。 

 第Ⅳ章 ３－２． 加入者等ユーザーＩＤ再発行 



第Ⅳ章  ３－２．加入者等ユーザーＩＤ再発行 

Ⅳ－３－２－２ 

 

（２）処理期限 

特に期限はありませんが、加入者等から連絡を受けた場合は、速やかに手続きを行ってください。   

 

（３）ＮＲＫＷＥＢ事務システム「加入者情報」画面の入力方法について 

①加入者業務を選択します。 

②加入者業務 業務選択画面の加入者ユーザーＩＤ再発行をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

① 選択 

②クリック 



第Ⅳ章  ３－２．加入者等ユーザーＩＤ再発行 

Ⅳ－３－２－３ 

③加入者業務（加入者ユーザーＩＤ再発行） 対象者選択画面で加入者ユーザーＩＤ再発行対象者の検索

条件を入力し表示ボタンをクリックすると検索結果が表示されます。 

④加入者状況を確認してください。加入者状況が「加入者」、「運用指図者」、「未移換者」、「未加入者」

の場合に処理できます。 

⑤対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

ユーザーＩＤ・暗証番号の手続きをする際に、ＮＲＫ登録の住所を変更されている（又は変更予定がある）

場合、ユーザーＩＤ再発行の手続きとあわせて住所変更の手続きを行って下さい。 

（住所変更については、「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してください。） 

注意 

 

③ 検索条件を入力し「表示」ボタンをクリック 

 

④確認 
⑤選択 
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Ⅳ－３－２－４ 

⑥内容を確認のうえ、「ユーザーＩＤを再発行しますか？」はいをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥クリック 
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Ⅳ－３－２－５ 

⑥ではいを選択すると加入者業務（加入者ユーザーＩＤ再発行）送信完了画面が表示されます。 

 

（４）ＮＲＫＷＥＢ事務システム「データファイル送信」画面の「加入者ユーザーＩＤ再発行データ」より送信する 

方法について 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面より手続きを行う場合、所定のＥｘｃｅｌファイルフ

ォーマットでデータを作成し、ＣＳＶに変換して送信をします。Ｅｘｃｅファイルフォーマットが必要な場合

は、確定拠出年金管理部事務担当者まで連絡してください。また、送信手続きについては、「第Ⅱ章 ５

－５．データファイル送信」を参照してください。 

（５）還元帳票について 

ＮＲＫにて再発行手続きが完了すると、ＮＲＫより、加入者宛又は事業主宛(プランによって異なります。)

に「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ ＬＰＢＢ0004）」で、新しいユーザーＩＤと暗証番号が通知されます。 

再発行手続きを行ってから、お知らせが発送されるまで、約１週間程度かかりますので注意し

てください。また、帳票「加入者等ユーザーＩＤ・暗証番号再発行依頼書（ＩＤ 20071）」で再

発行手続きをした場合は、再発行依頼書がＮＲＫに到着してからお知らせが発送されるまで、

通常２週間程度の日数を要します。 

なお、本人が「三井住友信託確定拠出年金コールサービス」あるいは、「Ｗｅｂ（ライフガイド、

ＮＲＫＷｅｂ）」で再発行手続きを行うと、最も早くお知らせが発送されますので、緊急の場合

はこちらでの手続きをお勧めします。 

また、再発行手続きの処理完了後は、前のユーザーＩＤと暗証番号は使用出来なくなりますの

で、注意してください。 
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